
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　偏光の選択反射の波長帯域が互いに重なっている少なくとも２層の反射偏光子（ａ）の
間に、位相差層（ｂ）が配置されている偏光素子（Ａ）を用いて、拡散光源の平行光化を
行ったバックライトシステムと、
　平行光化された光線が透過する液晶セルと、
　液晶セルの両側に配置された偏光板と、
　液晶セルの視認側に配置された、透過した光線を拡散する

視野角拡大層と、
　を少なくとも含有していることを特徴とする視野角拡大液晶表示装置。
【請求項２】
　少なくとも２層の反射偏光子（ａ）の選択反射波長が、５５０ｎｍ±１０ｎｍの波長範
囲で互いに重なっていることを特徴とする請求項１記載の視野角拡大液晶表示装置。
【請求項３】
　反射偏光子（ａ）が、ある円偏光を透過し、逆の円偏光を選択的に反射する円偏光型反
射偏光子（ａ１）であり、
　位相差層（ｂ）が、正面位相差（法線方向）が略ゼロで、法線方向に対し３０°以上傾
けて入射した入射光に対してλ／８以上の位相差を有する層（ｂ１）を有することを特徴
とする請求項１または２記載の視野角拡大液晶表示装置。
【請求項４】
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　反射偏光子（ａ）が、直交する直線偏光の内の一方を透過し、他方を選択的に反射する
直線偏光型反射偏光子（ａ２）であり、かつ、
　位相差層（ｂ）が、正面位相差（法線方向）が略ゼロで、法線方向に対し３０°以上傾
けて入射した入射光に対してλ／４以上の位相差を有する層（ｂ１）を有し、
　位相差層（ｂ１）の両側には、直線偏光型反射偏光子（ａ２）との間に、正面位相差が
略λ／４である層（ｂ２）を有し、
　入射側の層（ｂ２）は、入射側の直線偏光型反射偏光子（ａ２）の偏光軸に対して、４
５°（－４５°）±５°の角度で、
　出射側の層（ｂ２）は、出射側の直線偏光型反射偏光子（ａ２）の偏光軸に対して、－
４５°（＋４５°）±５°の角度で、
　入射側の層（ｂ２）と出射側の層（ｂ２）は、相互の遅相軸の成す角度が任意の角度で
、
　配置していることを特徴とする請求項１または２記載の視野角拡大液晶表示装
置。
【請求項５】
　反射偏光子（ａ）が、直交する直線偏光の内の一方を透過し、他方を選択的に反射する
直線偏光型反射偏光子（ａ２）であり、かつ、
　位相差層（ｂ）は、正面位相差が略λ／４であり、Ｎｚ係数が２以上である２軸性位相
差層（ｂ３）を２層有し、
　入射側の層（ｂ３）は、遅層軸方向が、入射側の直線偏光型反射偏光子（ａ２）の偏光
軸に対して、４５°（－４５°）±５°の角度で、
　出射側の層（ｂ３）は、遅層軸方向が、出射側の直線偏光型反射偏光子（ａ２）の偏光
軸に対して、－４５°（＋４５°）±５°の角度で、
　入射側の層（ｂ３）と出射側の層（ｂ３）は、相互の遅相軸の成す角度が任意の角度で
、
　配置していることを特徴とする請求項１または２記載の視野角拡大液晶表示装置。
【請求項６】
　反射偏光子（ａ）が、直交する直線偏光の内の一方を透過し、他方を選択的に反射する
直線偏光型反射偏光子（ａ２）であり、かつ、
　位相差層（ｂ）は、正面位相差が略λ／２であり、Ｎｚ係数が１．５以上である２軸性
位相差層（ｂ４）を１層有し、
　入射側の層の遅層軸方向が、入射側の直線偏光型反射偏光子（ａ２）の偏光軸に対して
、４５°（－４５°）±５°の角度で、
　出射側の層の遅層軸方向が、出射側の直線偏光型反射偏光子（ａ２）の偏光軸に対して
、－４５°（＋４５°）±５°の角度で、
　前記２つの直線偏光型反射偏光子（ａ２）の偏光軸は略直交で、
　配置していることを特徴とする請求項１または２記載の視野角拡大液晶表示装置。
【請求項７】
　位相差層（ｂ１）が、選択反射波長域を可視光領域以外に有するコレステリック液晶相
のプラナー配向を固定したものであることを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の
視野角拡大液晶表示装置。
【請求項８】
　位相差層（ｂ１）が、棒状液晶のホメオトロピック配向状態を固定したものであること
を特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の視野角拡大液晶表示装置。
【請求項９】
　位相差層（ｂ１）が、ディスコチック液晶のネマチック相またはカラムナー相配向状態
を固定したものであることを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の視野角拡大液晶
表示装置。
【請求項１０】
　位相差層（ｂ１）が、ポリマーフィルムを２軸配向したものであることを特徴とする請
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求項１～４のいずれかに記載の視野角拡大液晶表示装置。
【請求項１１】
　位相差層（ｂ１）が、負の１軸性を有する無機層状化合物を面の法線方向に光軸がなる
ように配向固定したものであることを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の視野角
拡大液晶表示装置。
【請求項１２】
　円偏光型反射偏光子（ａ１）として、コレステリック液晶を用いたことを特徴とする請
求項３、６～１１のいずれかに記載の視野角拡大液晶表示装置。
【請求項１３】
　円偏光型反射偏光子（ａ１）の視認側（液晶セル側）にλ／４板を配し、透過で得られ
る直線偏光の軸方向と液晶表示装置の下面側（光源側）偏光板の透過軸方向を揃えて配置
してなることを特徴とする請求項３、６～１２のいずれかに記載の視野角拡大液晶表示装
置。
【請求項１４】
　直線偏光型反射偏光子（ａ２）として、屈折率と位相差値が異なる樹脂材料の多層積層
膜材料を延伸物を用いたことを特徴とする請求項４～１１のいずれかに記載の視野角拡大
液晶表示装置。
【請求項１５】
　直線偏光型反射偏光子（ａ２）の透過で得られる直線偏光の軸方向と、液晶表示装置の
下面側（光源側）偏光板の透過軸方向を揃えて配置してなることを特徴とする請求項４～
１１または１４記載の視野角拡大液晶表示装置。
【請求項１６】
　各層を、透光性の接着剤または粘着剤を用いて積層したことを特徴とする請求項１～

のいずれかに記載の視野角拡大液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、視野角拡大液晶表示装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
液晶表示装置の視野角を拡大するシステムとしては、バックライトを平行光化し、正面近
傍のコントラスト・色調の良好な光線のみ取り出し、これを拡散することにより、どのよ
うな角度から見ても正面近傍と同質の表示を得る方法が知られている（たとえば、特許文
献１、特許文献２参照）。
【０００３】
しかし、この種の液晶表示装置では平行光を得るバックライト技術が困難である。たとえ
ば、特許文献１、特許文献２等で提案されているシステムでは、バックライトシステムが
分厚い、光利用効率が悪い、高コストである等の理由で実用には問題が多かった。
【０００４】
通常の視角補償フィルムを用いていないＴＮ型液晶表示装置において、高コントラストが
得られる領域は、正面±２０°程度でしかない。ＳＴＮ液晶ではそれ以下の狭い範囲に止
まる。正面近傍の良好な表示品位を有する光線のみを取り出すには、
１）バックライト出射光線の平行度を半値幅で±２０°程度に絞り込み、正面近傍の透過
光線を液晶セル透過後に拡散手段で広げ、視野角を拡大する方式、
２）液晶表示装置を透過後の光線から±２０°の正面近傍の光線のみを取り出し、これを
拡散手段で広げる方式、
の２種が考えられる。
【０００５】
しかし、２）方式は光の損失が大きく液晶表示用途としては適さなかった。また、１）方
式において、バックライトに、３Ｍ社製のＢＥＦに代表されるプリズム集光シートなどを
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用いた場合には平行度は±４０°程度が限界である。バックライト導光体の形状による平
行光化も±４０°程度に止まり、液晶表示装置の視野角拡大システムに使用するには能力
不足であった。
【０００６】
【特許文献１】
特開平１０－３３３１４７号公報
【特許文献２】
特開平１０－２５５２８号公報
【０００７】
【発明が解決しようとする課題】
平行光化手段としては、３Ｍ社製のライトコントロールフィルム等に代表される遮光ルー
バーを用いる方法がある。しかし、前記方法では平行光化は吸収損失が大きく明るさに問
題があった。すなわち、設計上の問題から、厚み、明るさ、得られる光の平行度のいずれ
かを犠牲にしなければならず、実用上の問題が多かった。特に、ノートＰＣや携帯電話に
用いるには、平行光化光学系の厚み増加は２００μｍ以下、さらには１００μｍ以下であ
ることが望ましく、平行光化システムに反射偏光子を用いた輝度向上効果を同時に組み込
む場合でも最大厚み増加は５００μｍ以下であることが望まれるが、前記方法ではその実
現が困難であった。
【０００８】
一方で、ミラー、レンズ、プリズムや導光体による平行化手段が知られている。しかし、
この方法では、厚みや重量の増大が著しく、プロジェクターなどの特殊用途以外では有効
な手段とはならなかった。
【０００９】
従って、視野角液晶表示装置には、薄いフィルム状構成体で平行光化を行うとともに、液
晶表示装置の良好な視野角特性を得られる範囲内、約±２０°以内に光源を絞り込み、さ
らに吸収損失を少なくする必要があった。
【００１０】
さらに遮光ルーバーやマイクロレンズアレイ、プリズムなどを用いた平行光化手段では微
細構造と液晶表示装置の画素間でモアレが発生し、良好な表示が得難かった。プリズムの
つなぎ目、レンズの隙間等からは光線が出射しないため、出射光線に面内濃淡が規則的に
生じ、これがモアレを発生する。モアレ防止のために拡散手段を挿入することは可能であ
るが、得られた平行光の平行度が劣化する問題を有しており、実用上の問題が生じていた
。
【００１１】
液晶画素～平行光化手段との干渉を規則性の周期を変えて緩和しても、さらに液晶表示装
置表示面側に配置される平行光拡散手段の微細構造と干渉するケースも見られた。平行光
拡散手段にマイクロレンズアレイやマイクロプリズム類のような規則性を有する構造体を
用いた場合には、この微細構造との干渉が発生する。
【００１２】
したがって、平行光拡散手段は液晶画素との干渉を防ぐため微細構造のサイズや配置方法
の工夫が必要である。しかし、液晶画素との干渉を防ぐための設計は平行光化手段の液晶
画素との干渉を防ぐ手段と同一であるため干渉を逃れた部材同士が再び干渉を引き起こす
問題が生じやすかった。
【００１３】
例えば平行光化手段に液晶画素に干渉しない構造の大きさを採用すると、平行光拡散手段
も同様に液晶画素に干渉しない構造の大きさを採用するため、丁度干渉する大きさとなっ
てしまう。角度や配列等の工夫も同様であり、許される設計の範囲が狭く、選択できる光
学系システムの範囲が著しく狭かった。
【００１４】
このように平行光化手段と平行光拡散手段からなる視野角拡大システムはそれぞれの微細
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構造に起因する光学的な問題から設計の選択肢が狭く、実用化は困難であった。
【００１５】
レンズやミラー・プリズムなどの表面構造と屈折や反射を利用した大きな奥行きと空気界
面を必要とするタイプや、遮光ルーバーのように大きな吸収損失を伴う正面集光／平行光
化システム以外にも、従来から光源を特殊な光学フィルムを用いて平行光化する検討は行
われてきた。
【００１６】
　代表的な方法として、輝線光源とバンドパスフィルターの組み合わせで行う手法がある
。例えばフィリップス社の特開平６－２３５９００号公報、特開平２－１５８２８９号公
報、特表平１０－５１０６７１号公報、米国特許第６３０７６０４号明細書、独国特許第
３８３６９５５号明細書、独国特許出願公開 明細書、欧州特許出願公開
第５７８３０２号明細書、米国特許出願公開第２００２／３４００９号明細書、国内公開
第０２／２５６８７号パンフレット、があげられる。
【００１７】
　また、 、 のよう
にＣＲＴやエレクトロルミネッセンスのような輝線発光する光源／表示装置上にバンドパ
スフィルターを配置する方法があげられる。
【００１８】
また、富士写真フィルム工業社の米国特許出願公開第２００２／３６７３５号明細書や、
日東電工社の特開２００２－９０５３５号公報、特開２００２－２５８０４８号公報のよ
うに輝線型冷陰極管に対して３波長対応のバンドパスフィルターを配置する手法、等があ
げられる。
【００１９】
しかし、これらの技術は光源が輝線スペクトルを有さなければ機能しない。そのため、特
定波長に対して選択的に機能するフィルムの設計と製造に係わる問題があった。またバン
ドパスフィルターが、蒸着干渉膜の場合には、加湿環境下では薄膜の屈折率変化から波長
特性が変化する等の信頼性問題も有していた。
【００２０】
一方、ホログラム系材料を用いた平行光化システムとしては、ロックウエル社の米国特許
第４９８４８７２号明細書等があげられる。しかし、この種の材料は正面透過率は高いも
のの、斜め入射光線を完全に反射除去できるわけではない。平行光線を入射して直行透過
率を求めると、正面方向は素通りするため透過率が高く計測され、一方で斜め入射光線は
散乱することで透過率が低く計測されてしまうが、拡散光源上では差が生じなくなる。従
って実際の拡散バックライト光源上に配置した場合には集光機能を十分に果たせなかった
。また、ホログラム系材料は軟弱な物性の物が多く、信頼性に問題が多かった。
【００２１】
本発明は、薄型で、広視野角を実現できる、液晶表示装置を提供することを目的とする。
【００２２】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは前記課題を解決すべく鋭意検討を重ねた結果、下記視野角拡大液晶表示装置
を見出し本発明を完成するに至った。すなわち、本発明は、下記の通りである。
【００２３】
　１．偏光の選択反射の波長帯域が互いに重なっている少なくとも２層の反射偏光子（ａ
）の間に、位相差層（ｂ）が配置されている偏光素子（Ａ）を用いて、拡散光源の平行光
化を行ったバックライトシステムと、
　平行光化された光線が透過する液晶セルと、
　液晶セルの両側に配置された偏光板と、
　液晶セルの視認側に配置された、透過した光線を拡散する

視野角拡大層と、
　を少なくとも含有していることを特徴とする視野角拡大液晶表示装置。
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【００２４】
２．少なくとも２層の反射偏光子（ａ）の選択反射波長が、５５０ｎｍ±１０ｎｍの波長
範囲で互いに重なっていることを特徴とする上記１記載の視野角拡大液晶表示装置。
【００２５】
３．反射偏光子（ａ）が、ある円偏光を透過し、逆の円偏光を選択的に反射する円偏光型
反射偏光子（ａ１）であり、
位相差層（ｂ）が、正面位相差（法線方向）が略ゼロで、法線方向に対し３ 0 °以上傾け
て入射した入射光に対してλ／８以上の位相差を有する層（ｂ１）を有することを特徴と
する上記１または２記載の視野角拡大液晶表示装置。
【００２６】
４．反射偏光子（ａ）が、直交する直線偏光の内の一方を透過し、他方を選択的に反射す
る直線偏光型反射偏光子（ａ２）であり、かつ、
位相差層（ｂ）が、正面位相差（法線方向）が略ゼロで、法線方向に対し３ 0 °以上傾け
て入射した入射光に対してλ／４以上の位相差を有する層（ｂ１）を有し、
位相差層（ｂ１）の両側には、直線偏光型反射偏光子（ａ２）との間に、正面位相差が略
λ／４である層（ｂ２）を有し、
入射側の層（ｂ２）は、入射側の直線偏光型反射偏光子（ａ２）の偏光軸に対して、４５
°（－４５°）±５°の角度で、
出射側の層（ｂ２）は、出射側の直線偏光型反射偏光子（ａ２）の偏光軸に対して、－４
５°（＋４５°）±５°の角度で、
入射側の層（ｂ２）と出射側の層（ｂ２）は、相互の遅相軸の成す角度が任意の角度で、
配置していることを特徴とする上記１または２記載の視野角拡大液晶表示装置。
【００２７】
５．反射偏光子（ａ）が、直交する直線偏光の内の一方を透過し、他方を選択的に反射す
る直線偏光型反射偏光子（ａ２）であり、かつ、
位相差層（ｂ）は、正面位相差が略λ／４であり、Ｎｚ係数が２以上である２軸性位相差
層（ｂ３）を２層有し、
入射側の層（ｂ３）は、遅層軸方向が、入射側の直線偏光型反射偏光子（ａ２）の偏光軸
に対して、４５°（－４５°）±５°の角度で、
出射側の層（ｂ３）は、遅層軸方向が、出射側の直線偏光型反射偏光子（ａ２）の偏光軸
に対して、－４５°（＋４５°）±５°の角度で、
入射側の層（ｂ３）と出射側の層（ｂ３）は、相互の遅相軸の成す角度が任意の角度で、
配置していることを特徴とする上記１または２記載の視野角拡大液晶表示装置。
【００２８】
６．反射偏光子（ａ）が、直交する直線偏光の内の一方を透過し、他方を選択的に反射す
る直線偏光型反射偏光子（ａ２）であり、かつ、
位相差層（ｂ）は、正面位相差が略λ／２であり、Ｎｚ係数が１．５以上である２軸性位
相差層（ｂ４）を１層有し、
入射側の層の遅層軸方向が、入射側の直線偏光型反射偏光子（ａ２）の偏光軸に対して、
４５°（－４５°）±５°の角度で、
出射側の層の遅層軸方向が、出射側の直線偏光型反射偏光子（ａ２）の偏光軸に対して、
－４５°（＋４５°）±５°の角度で、
前記２つの直線偏光型反射偏光子（ａ２）の偏光軸は略直交で、
配置していることを特徴とする上記１または２記載の視野角拡大液晶表示装置。
【００２９】
７．位相差層（ｂ１）が、選択反射波長域を可視光領域以外に有するコレステリック液晶
相のプラナー配向を固定したものであることを特徴とする上記１～４のいずれかに記載の
視野角拡大液晶表示装置。
【００３０】
８．位相差層（ｂ１）が、棒状液晶のホメオトロピック配向状態を固定したものであるこ
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とを特徴とする上記１～４のいずれかに記載の視野角拡大液晶表示装置。
【００３１】
９．位相差層（ｂ１）が、ディスコチック液晶のネマチック相またはカラムナー相配向状
態を固定したものであることを特徴とする上記１～４のいずれかに記載の視野角拡大液晶
表示装置。
【００３２】
１０．位相差層（ｂ１）が、ポリマーフィルムを２軸配向したものであることを特徴とす
る上記１～４のいずれかに記載の視野角拡大液晶表示装置。
【００３３】
１１．位相差層（ｂ１）が、負の１軸性を有する無機層状化合物を面の法線方向に光軸が
なるように配向固定したものであることを特徴とする上記１～４のいずれかに記載の視野
角拡大液晶表示装置。
【００３４】
１２．円偏光型反射偏光子（ａ１）として、コレステリック液晶を用いたことを特徴とす
る上記３、６～１１のいずれかに記載の視野角拡大液晶表示装置。
【００３５】
１３．円偏光型反射偏光子（ａ１）の視認側（液晶セル側）にλ／４板を配し、透過で得
られる直線偏光の軸方向と液晶表示装置の下面側（光源側）偏光板の透過軸方向を揃えて
配置してなることを特徴とする上記３、６～１２のいずれかに記載の視野角拡大液晶表示
装置。
【００３６】
１４．直線偏光型反射偏光子（ａ２）として、屈折率と位相差値が異なる樹脂材料の多層
積層膜材料を延伸物を用いたことを特徴とする上記４～１１のいずれかに記載の視野角拡
大液晶表示装置。
【００３７】
１５．直線偏光型反射偏光子（ａ２）の透過で得られる直線偏光の軸方向と、液晶表示装
置の下面側（光源側）偏光板の透過軸方向を揃えて配置してなることを特徴とする上記４
～１１または１４記載の視野角拡大液晶表示装置。
【００３８】
１６．視野角拡大層として、実質的に後方散乱、偏光解消を有さない拡散板を用いたこと
を特徴とする上記１～１５のいずれかに記載の視野角拡大液晶表示装置。
【００３９】
１７．各層を、透光性の接着剤または粘着剤を用いて積層したことを特徴とする上記１～
１６のいずれかに記載の視野角拡大液晶表示装置。
【００４０】
（作用）
特許第２５６１４８３号明細書や特開平１０－３２１０２５号公報に記載されているよう
に、垂直入射方向の位相差値と斜め入射方向の位相差値が特異的に異なるように制御され
た位相差板を、偏光子間に挿入すると透過光線の角度分布は制約を受け、吸収型偏光子を
用いれば正面近傍のみ光線が透過し、周辺光線は全て吸収される。一方、偏光子として反
射偏光子を用いれば、正面近傍のみ光線が透過し、周辺光線は全て反射される。このよう
な理論を用いればバックライトの出射光線を吸収損失を伴うことなく集光化・平行光化す
ることが可能である。
【００４１】
集光性と輝度向上の同時発現のメカニズムについて、本発明を、以下理想的なモデルで説
明すると以下のようになる。
【００４２】
図１は反射偏光子（ａ）として円偏光型反射偏光子（ａ１）を用いた場合の原理を示す説
明図である。図１では、偏光素子（Ａ）として、バックライト側（下側）から、円偏光型
反射偏光子（ａ１）、位相差層（ｂ１）、円偏光型反射偏光子（ａ１）がこの順に配置さ
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れている。
【００４３】
作動原理は、１）～３）の通りである。
１）偏光を反射で分離する円偏光型反射偏光子（ａ１）により、入射光線を偏光の向きに
よって透過光と反射光に分ける。したがって、吸収損失は無い。
２）正面位相差が略ゼロ、斜め方向は位相差を持つ特殊な位相差板（ｂ１）を用い、正面
の入射光線は素通りさせる。
３）斜め方向の入射光線は吸収させず、反射光として戻す。反射光は、透過光線になるま
で繰り返し反射される。
【００４４】
ここで用いる位相差板（ｂ１）は、ネガティブＣプレート（負の位相差板）またはポジテ
ィブＣプレート（正の位相差板）と一般的に呼ばれる。これら位相差板（ｂ１）は垂直方
向（法線方向）は位相差が０に近く、傾けると位相差が生じる性質を持つ。代表的なネガ
ティブＣプレートとしては、具体的には２軸延伸したポリカーボネートフィルムやポリエ
チレンテレフィタレートフィルム、またはコレステリック液晶を選択反射波長帯域を可視
光より短く設定した膜やディスコチック液晶を面に平行配向させた膜、または負の位相差
を有する無機結晶化合物を面内配向させることで得られるものなどがあげられる。代表的
なポジティブＣプレートとして具体的にはホメオトロピック配向した液晶膜があげられる
。
【００４５】
円偏光型反射偏光子（ａ１）は主にコレステリック液晶を配向させ、選択反射波長帯域が
可視光域／光源発光波長帯域をカバーするように捻れピッチを調整したもの（たとえば、
選択反射中心波長の異なる複数の膜の積層物、または単層でピッチが厚み方向で変化した
膜）を固定したもの等が用いられる。図１の位相差板（ｂ１）の両側に配置される円偏光
型反射偏光子（ａ１）は、透過する円偏光の方向が同一方向のものが好適に用いられる。
【００４６】
円偏光型反射偏光子（ａ１）と位相差層（ｂ１）はそれぞれ面内方向には軸は殆ど存在し
ないので貼り合わせ方向を指定することなく用いることができる。このため平行光化の絞
り込みの角度範囲は等方的／対称的な特性を有する。
【００４７】
なお、以降、図面により説明するが、各図における、符合（ｒ）は図２に示す通り、（ｉ
）は自然光、（ ii）は円偏光、（ iii ）は直線偏光を示す。（ ii）円偏光は、（ ii）－１
と－２では矢印が逆である。これは回転方向が逆であることを意味する。（ iii ）－１と
－２はそれぞれ偏光軸が直交していることを意味する。
【００４８】
図１に示した、反射偏光子（ａ）として円偏光型反射偏光子（ａ１）を用いた場合の平行
光化の各光線の変化を追って説明する。
1)バックライトから供給された自然光（ｒ１）のなかで、円偏光型反射偏光子（ａ１）に
垂直入射したものは、透過光（ｒ３）と反射光（ｒ２）に偏光分離される。透過光と反射
光は、それぞれの円偏光の回転方向は反対である。
2)透過光（ｒ３）は位相差層（ｂ１）を素通りする。
3)さらに透過光（ｒ４）は円偏光型反射偏光子（ａ１）を素通りする。
4)透過光（ｒ５）はこの上に配置される液晶表示装置に用いられる。
5)一方、バックライトから供給される自然光（ｒ６）のなかで、円偏光型反射偏光子（ａ
１）に斜め入射したものは、透過光（ｒ８）と反射光（ｒ７）にそれぞれ偏光分離される
。透過光と反射光は、それぞれの円偏光の回転方向は反対である。
6)透過光（ｒ８）は位相差層（ｂ１）を通過する際に位相差の影響を受ける。位相差値が
１／２波長与えられると、円偏光は向きが反対に回って逆方向になる。このため透過光（
ｒ８）は位相差層（ｂ１）を透過後、回転が反転する。
7)透過光（ｒ９）は位相差の影響で回転が反転して出射される。
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8)逆回転した透過光（ｒ９）は円偏光型反射偏光子（ａ１）で反射される。円偏光は一般
的には反射する際に回転方向が逆転することが知られている。（「偏光とその応用」Ｗ . 
Ａ . シャークリフ著　 WA Shurcliff, Polarized Light:Production and Use, (Harvard U
niversity Press, Cambridge,Mass., 1966) ）。ただし、例外としてコレステリック液晶
層での反射の場合には回転方向が変わらないことが知られている。ここでは反射がコレス
テリック液晶面で行われるために、透過光（ｒ９）と反射光（ｒ１０）の円偏光の回転方
向は変化しない。
9)反射光（ｒ１０）は位相差層（ｂ１）を通過する際に位相差の影響を受ける。
10)透過光（ｒ１１）は位相差の影響で回転が反転している。
11)逆回転し、透過光（ｒ８）と同じ方向に戻った透過光（ｒ１１）は円偏光型反射偏光
子（ａ１）を素通りする。
12)反射光（ｒ２、ｒ７、ｒ１２）はバックライト側に戻り、リサイクルされる。これら
の戻り光線はバックライトに配置された拡散板などで進行方向や偏光の向きをランダムに
変えながら再び、偏光素子（Ａ）の法線方向近傍を透過できる光線となるまで反射を繰り
返し、輝度向上に貢献する。
13)透過した円偏光（ｒ５）はλ／４板を配置することで直線偏光に変換できるので液晶
表示装置に吸収損失を生じることなく利用できる。
【００４９】
コレステリック液晶を用いた円偏光型反射偏光子（ａ１）の透過率と反射率は、斜め方向
の入射光線に対して透過光線の波長特性が短波長側にシフトする。従って、深い角度で入
射する光線に対して十分機能させるためには可視光域外長波長側に十分な偏光特性／位相
差特性を有する必要がある。本システムで理想的・理論的には用いる位相差層（ｂ１）は
斜め方向で正確に１／２波長の位相差を有していれば良いはずであるが、現実に用いる円
偏光型反射偏光子（ａ１：コレステリック液晶層）は負の位相差板としての性質をある程
度持っている。このため本発明の機能を得るには位相差層（ｂ１）は、斜め方向で１／８
波長程度以上の位相差を有しておれば光学機能を発現することができる。
【００５０】
反射偏光子（ａ）が直線偏光型反射偏光子（ａ２）である場合、位相差層（ｂ）として、
例えばＣプレート（位相差層（ｂ１））を単独で用いた場合には、Ｃプレートに斜め方向
から入射する光線に対する光軸は常に光線方向と直交する。そのため位相差が発現せず偏
光変換されない。そこで直線偏光型反射偏光子（ａ２）を用いる場合には、Ｃプレートの
両側に直線偏光型反射偏光子（ａ２）の偏光軸に対して、４５°または－４５°の角度に
遅相軸方向を有するλ／４板（ｂ２）を配置する。これにより、直線偏光を、λ／４板（
ｂ２）で円偏光に変換した後、Ｃプレートの位相差で逆円偏光に変換し、再び円偏光をλ
／４板（ｂ２）で直線偏光に変換することができるようになる。
【００５１】
図３は、自然光が直線偏光型反射偏光子（ａ２）によって、直線偏光に偏光分離され、さ
らにλ／４板（ｂ２）により円偏光に変換される概念図である。
【００５２】
図４は、反射偏光子（ａ）として直線偏光型反射偏光子（ａ２）を用いた場合の概念図で
ある。図４では、偏光素子（Ａ）として、バックライト側（下側）から、直線偏光型反射
偏光子（ａ２）、λ／４板（ｂ２）、位相差層（ｂ１）、λ／４板（ｂ２）、直線偏光型
反射偏光子（ａ２）がこの順に配置されている。
【００５３】
図５は、図４に示す平行光化システムにおける各フィルムの貼り合わせ角度の一例である
。直線偏光型反射偏光子（ａ２）に示す両矢印は偏光軸、λ／４板（ｂ２）に示す両矢印
は遅相軸である。Ｃプレート：位相差層（ｂ１）の両側で、直線偏光型反射偏光子（ａ２
）の偏光軸とλ／４板（ｂ２）の遅相軸とは、角度４５°（－４５°）±５°で配置され
る。これらの組み合わせを、それぞれｓｅｔ１、ｓｅｔ２として示す。なお、入射側と出
射側のλ／４板（ｂ２）の軸が成す角度は任意である。
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【００５４】
直線偏光型反射偏光子（ａ２）の偏光軸とλ／４板（ｂ２）の遅相軸が成す角度４５°（
－４５°）を維持していれば、ｓｅｔ１、ｓｅｔ２を回転させても良い。Ｃプレート：位
相差層（ｂ１）は面内に軸方向が無いので角度指定なく配置することができる。
【００５５】
図４、図５に示す、平行光化の各光線の変化を追って説明する。
1)バックライトから供給された自然光（ｒ１４）の一部は、直線偏光型反射偏光子（ａ２
）に垂直入射する。
2)直線偏光型反射偏光子（ａ２）は、直線偏光（ｒ１ 5 ）を透過し、その直交方向の直線
偏光（ｒ１６）は反射する。
3)直線偏光（ｒ１５）は、λ／４板（ｂ２）を透過し、円偏光（ｒ１７）に変換される。
4)円偏光（ｒ１７）は位相差層（ｂ１）を素通りする。
5)円偏光（ｒ１８）はλ／４板（ｂ２）を透過し、直線偏光（ｒ１９）に変換される。
6)直線偏光（ｒ１９）は直線偏光型反射偏光子（ａ２）を素通りする。
7)直線偏光（ｒ２０）はこの上に配置される液晶表示装置に入射し、損失無く伝送される
。
8)一方、バックライトから供給された自然光（ｒ２１）の一部は、直線偏光型反射偏光子
（ａ２）に斜め入射する。
9)直線偏光型反射偏光子（ａ２）は、直線偏光（ｒ２２）を透過し、その直交方向の直線
偏光（ｒ２３）は反射する。
10)直線偏光（ｒ２２）はλ／４板（ｂ２）を透過し、円偏光（ｒ２４）に変換される。
11)位相差層（ｂ１）を通過時に円偏光（ｒ２４）は１／２波長の位相差を受け、回転が
逆転する。
12)逆転した円偏光（ｒ２５）はλ／４板（ｂ２）を透過し、直線偏光（ｒ２６）に変換
される。
13)直線偏光（ｒ２６）は直線偏光型反射偏光子（ａ２）で、反射され、直線偏光（ｒ２
７）となる。
14)直線偏光（ｒ２７）はλ／４板（ｂ２）を透過し、円偏光（ｒ２８）に変換される。
15)位相差層（ｂ１）を通過時に円偏光（ｒ２８）は１／２波長の位相差を受け、回転が
逆転する。
16)逆転した円偏光（ｒ２９）はλ／４板（ｂ２）を透過し、直線偏光（ｒ３０）に変換
される。
17)直線偏光（ｒ３０）は直線偏光型反射偏光子（ａ２）を素通りする。
18)反射光（ｒ１６、ｒ２３、ｒ３１）はバックライト側に戻されリサイクルされる。
【００５６】
理想的な系での理論上では本来、ここの記載にあるλ／４板（ｂ２）の遅相軸と直線偏光
型反射偏光子（ａ２）の偏光軸のなす角は４５°であるが、現実の直線偏光型反射偏光子
（ａ２）やλ／４板（ｂ２）の特性は可視光域で完全ではなく、波長ごとに微妙な変化が
ある。これを無視して４５°で積層すると着色が見られる場合がある。
【００５７】
そこで若干角度を振って色調を補償すると合理的に系全体の最適化が可能である。一方、
大きく角度が外れると透過率の低下等の他の問題が生じてしまう。そこで現実には±５度
程度の範囲での調整に止めることが望ましい。
【００５８】
直線偏光型反射偏光子（ａ２）の透過率と反射率は、斜め方向の入射光線に対して透過光
線の波長特性が短波長側にシフトする点はコレステリック液晶を用いた円偏光型反射偏光
子（ａ１）と同じである。従って、深い角度で入射する光線に対して十分機能させる為に
は可視光域外長波長側に十分な偏光特性／位相差特性を有する必要がある。
【００５９】
直線偏光型反射偏光子（ａ２）はコレステリック液晶と比べて、自身が有する負の位相差
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特性が小さい。従って、直線偏光型反射偏光子（ａ２）の間に挟んで用いる位相差層（ｂ
１）の斜め方向（３０°傾斜）の位相差はコレステリック液晶を用いた円偏光型反射偏光
子（ａ１）の場合より若干大きく、１／４波長以上が好ましい。
【００６０】
上記の他に、反射偏光子（ａ）が直線偏光型反射偏光子（ａ２）である場合には、２枚の
λ／４板（ｂ２）でＣプレート：位相差層（ｂ１）を挟み込んだ構造物を用いる代わりに
、正面位相差が略λ／４であり、厚み方向位相差が略λ／２以上であるような２軸性位相
差層（ｂ３）を２枚配置することでも同様な効果を得ることができる。このような２軸性
位相差層（ｂ３）は、Ｎｚ係数が２以上であれば上記要件を満たす。
【００６１】
図６は、反射偏光子（ａ）として直線偏光型反射偏光子（ａ２）を用い、２軸性位相差層
（ｂ３）を用いた場合の概念図である。図６では、偏光素子（Ａ）として、バックライト
側（下側）から、直線偏光型反射偏光子（ａ２）、２軸性位相差層（ｂ３）、２軸性位相
差層（ｂ３）、直線偏光型反射偏光子（ａ２）が順に配置されている。
【００６２】
図７は、図６に示す平行光化システムにおける各フィルムの貼り合わせ角度の一例である
。直線偏光型反射偏光子（ａ２）に示す両矢印は偏光軸、位相差層（ｂ１）に示す両矢印
は遅相軸である。直線偏光型反射偏光子（ａ２）の偏光軸と２軸性位相差層（ｂ３）の遅
相軸とは、角度４５°（－４５°）±５°で配置される。これらの組み合わせを、それぞ
れｓｅｔ１、ｓｅｔ２として示す。
【００６３】
光路の説明が容易のため、上下の直線偏光型反射偏光子（ａ２）の偏光軸は平行、２軸性
位相差層（ｂ３）の遅相軸は直交させた場合を例にして示す。なお、上下の２軸性位相差
層（ｂ３）の遅相軸の成す角度は任意である。直線偏光型反射偏光子（ａ２）の偏光軸と
２軸性位相差層（ｂ３）の遅相軸が成す角度４５°（－４５°）を維持していれば、ｓｅ
ｔ１、ｓｅｔ２を回転させても良い。
【００６４】
図６、図７に示す、上記例の平行光化の各光線の変化を追って説明する。
1)バックライトから供給された自然光（ｒ３２）の一部は、直線偏光型反射偏光子（ａ２
）に垂直入射する。
2)直線偏光型反射偏光子（ａ２）は、直線偏光（ｒ３３）を透過し、その直交方向の直線
偏光（ｒ３４）は反射する。
3)直線偏光（ｒ３３）は、正面位相差が略１／４波長の二軸性位相差層（ｂ３）を２層を
透過する。ここで、上下２層の二軸性位相差層（ｂ３）は各々の遅相軸は９０°直交して
いるので正面位相差は０である。従って、直線偏光（ｒ３５）が素通りする。
4)直線偏光（ｒ３５）は直線偏光型反射偏光子（ａ２）を素通りする。
5)直線偏光（ｒ３６）は液晶表示装置に入射し、損失無く伝送される。
6)一方、バックライトから供給された自然光（ｒ３７）の一部は、直線偏光型反射偏光子
（ａ２）へ斜め入射する。
7)直線偏光型反射偏光子（ａ２）は、直線偏光（ｒ３８）を透過し、その直交方向の直線
偏光（ｒ３９）は反射する。
8)直線偏光（ｒ３８）は２層の二軸性位相差層（ｂ３）に斜め入射する。二軸性位相差層
（ｂ３）は、正面位相差１／４波長、Ｎｚ係数２以上であるため、厚み方向の位相差変化
により、２層の二軸性位相差層（ｂ３）を透過した直線偏光（ｒ４０）は偏光軸方向が９
０°変化する。
9)直線偏光（ｒ４０）は、直線偏光型反射偏光子（ａ２）に入射する。
10)上下の直線偏光型反射偏光子（ａ２）は偏光軸の方向が同じなので直線偏光（ｒ４０
）は反射光（ｒ４１）となる。
11)反射光（ｒ４１）は２層の二軸性位相差層（ｂ３）を通過する際に、 8)と同様に位相
差の影響を受け、偏光軸方向が９０°回転した直線偏光（ｒ４２）となる。
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12)直線偏光（ｒ４２）は直線偏光型反射偏光子（ａ２）を素通りする。
13)反射光（ｒ３４、ｒ３９、ｒ４３）はバックライト側に戻されリサイクルされる。
図６、図７で示した偏光素子（Ａ）は、正面位相差が略１／４波長の位相差を有し、Ｎｚ
係数２以上の二軸性位相差層（ｂ３）を２枚積層したものである。これは、図４、図５に
示すような、２枚のλ／４板（ｂ２）でＣプレート：位相差層（ｂ１）を挟み込んだ構造
の３層の積層物を用いる場合とほとんど同じ特性を発生できる。したがって、前述の偏光
素子（Ａ）に比べて積層数が少なく、生産性が若干優れる。
【００６５】
理想的な系での理論上では本来、ここの記載にある位相差層（ｂ３）の遅相軸と直線偏光
型反射偏光子（ａ２）の偏光軸のなす角は４５°であるが、現実の直線偏光型反射偏光子
（ａ２）や位相差層（ｂ３）の特性は可視光域で完全ではなく、波長ごとに微妙な変化が
ある。これを無視して４５°で積層すると着色が見られる場合がある。
【００６６】
そこで若干角度を振って色調を補償すると合理的に系全体の最適化が可能である。一方、
大きく角度が外れると透過率の低下等の他の問題が生じてしまう。そこで現実には±５°
程度の範囲での調整に止めることが望ましい。
【００６７】
直線偏光型反射偏光子（ａ２）の透過率と反射率は、斜め方向の入射光線に対して透過光
線の波長特性が短波長側にシフトする点はコレステリック液晶を用いた円偏光型反射偏光
子（ａ１）と同じである。従って、深い角度で入射する光線に対して十分機能させる為に
は可視光域外長波長側に十分な偏光特性／位相差特性を有する必要がある。
【００６８】
また、反射偏光子（ａ）が直線偏光型反射偏光子（ａ２）である場合には、位相差層（ｂ
）として、正面位相差が略λ／２であり、厚み方向位相差がλ／２以上であるような２軸
性位相差層（ｂ４）を配置することでも同様な効果を得ることができる。このような２軸
性位相差層（ｂ４）は、Ｎｚ係数は１．５以上であれば上記要件を満たす。
【００６９】
図８は、反射偏光子（ａ）として直線偏光型反射偏光子（ａ２）を用い、２軸性位相差層
（ｂ４）を用いた場合の概念図である。図８では、偏光素子（Ａ）として、バックライト
側（下側）から、直線偏光型反射偏光子（ａ２）、二軸性位相差層（ｂ４）、直線偏光型
反射偏光子（ａ２）がこの順に配置されている。
【００７０】
図９は、図８に示す平行光化システムにおける各フィルムの貼り合わせ角度の一例である
。直線偏光型反射偏光子（ａ２）に示す両矢印は偏光軸、位相差層（ｂ４）に示す両矢印
は遅相軸である。上下の直線偏光型反射偏光子（ａ２）の偏光軸は略直交させて配置する
。二軸性位相差層（ｂ４）の遅相軸と、直線偏光型反射偏光子（ａ２）の偏光軸とは、角
度４５°（－４５°）±５°で配置される。
【００７１】
図８、図９に示す、上記例の平行光化の各光線の変化を追って説明する。
1)バックライトから供給された自然光（ｒ４７）の一部は、直線偏光型反射偏光子（ａ２
）に垂直入射する。
2)直線偏光型反射偏光子（ａ２）は、直線偏光（ｒ４８）を透過し、その直交方向の直線
偏光（ｒ４９）は反射する。
3)直線偏光（ｒ４８）は正面位相差が略１／２波長の二軸性位相差層（ｂ４）を透過し、
直線偏光（ｒ５０）に変換され偏光軸の方向が９０°回転する。
4)直線偏光（ｒ５０）は直線偏光型反射偏光子（ａ２）を素通りする。
5)透過した直線偏光（ｒ５１）は液晶表示装置に入射し、損失無く伝送される。
6)一方、バックライトから供給された自然光（ｒ５２）の一部は、直線偏光型反射偏光子
（ａ２）へ斜め入射する。
7)直線偏光型反射偏光子（ａ２）は、直線偏光（ｒ５３）を透過し、その直交方向の直線
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偏光（ｒ５４）は反射する。
8)直線偏光（ｒ５３）は二軸性位相差層（ｂ４）に斜め入射する。二軸性位相差層（ｂ４
）は、正面位相差が略１／２波長、Ｎｚ係数２以上であるため、厚み方向の位相差の影響
で、偏光軸の方向が直線偏光（ｒ５３）と同じ状態の直線偏光（ｒ５５）で透過する。
9)透過した直線偏光（ｒ５５）は直線偏光型反射偏光子（ａ２）で反射され、反射光（ｒ
５６）となる。
10)反射光（ｒ５６）は位相差層（ｂ４）に入射する。これも軸方向は変わらないまま透
過する。
11)透過した直線偏光（ｒ５７）は直線偏光型反射偏光子（ａ２）を素通りして直線偏光
（ｒ５８）となる。
12)反射光（ｒ４９、ｒ５４、ｒ５８）はバックライト側に戻されリサイクルされる。
【００７２】
図８、図９で示した偏光素子（Ａ）は、正面位相差が略１／２波長の位相差を有し、Ｎｚ
係数１．５以上の二軸性位相差層（ｂ４）を１枚配置したものである。これは、図４、図
５に示すような、２枚のλ／４板（ｂ２）でＣプレート：位相差層（ｂ１）を挟み込んだ
構造の３層の積層物を用いる場合とほとんど同じ特性を発生できる。したがって、前述の
偏光素子（Ａ）に比べて積層数が少なく、生産性が若干優れる。さらには、図６、図７に
示すような、２層の積層物を用いる場合よりも生産性に優れる。
【００７３】
理想的な系での理論上では本来、ここの記載にある位相差層（ｂ４）の遅相軸と直線偏光
型反射偏光子（ａ２）の偏光軸のなす角は４５°であるが、現実の直線偏光型反射偏光子
（ａ２）や位相差層（ｂ４）の特性は可視光域で完全ではなく、波長ごとに微妙な変化が
ある。これを無視して４５°で積層すると着色が見られる場合がある。
【００７４】
そこで若干角度を振って色調を補償すると合理的に系全体の最適化が可能である。一方、
大きく角度が外れると透過率の低下等の他の問題が生じてしまう。そこで現実には±５°
程度の範囲での調整に止めることが望ましい。
【００７５】
直線偏光型反射偏光子（ａ２）の透過率と反射率は、斜め方向の入射光線に対して透過光
線の波長特性が短波長側にシフトする点はコレステリック液晶を用いた円偏光型反射偏光
子（ａ１）と同じである。従って、深い角度で入射する光線に対して十分機能させる為に
は可視光域外長波長側に十分な偏光特性 / 位相差特性を有する必要がある。
【００７６】
上記の図１～図９に示すように偏光素子（Ａ）は、法線方向から３０°の入射角で入射し
た光線を、２枚の反射偏光子（ａ）で反射される軸方向の偏光に変換する位相差層（ｂ）
を有しており、当該偏光素子（Ａ）は入射角３０°で全反射機能を有し入射角３０°近傍
では光線は透過しない。実質的には当該偏光素子（Ａ）は、法線方向から±１５～２０°
程度の範囲に高い透過率を有し、それ以上の入射角の光線は反射し再利用に回る。このた
め光源からの透過光線は、上記範囲内に集中し、集光と平行光化がなされる。
【００７７】
このようにして得られた平行光化バックライトは従来技術に比べ薄型であり平行度の高い
光源を容易に得られる特徴を有する。しかも本質的に吸収損失を有さない偏光反射による
平行光化であるので、反射された非平行光成分はバックライト側に戻り、散乱反射し、そ
の中の平行光成分だけが取り出されるリサイクルが繰り返され、実質的に高い透過率と高
い光利用効率を得ることができる。
【００７８】
平行光拡散手段としては後方散乱が少ない特開２０００－３４７００６号公報や特開２０
００－３４７００７号公報に見られるような拡散板が好適に用いられる。この場合には等
方的に視野角が拡大され、上下左右での視野角特性の違いは無い。このような特性を有す
る液晶表示装置は液晶表示装置の向きを変え、縦横方向を変えて見ることが多いＤＴＰ用
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途、あるいはデジタルカメラやビデオカメラ等に好適に用いられる。
【００７９】
またホログラム材料に見られるような光拡散性に異方性を有する拡散板や形状異方性を制
御したマイクロレンズアレイシートを用いると左右方向や下方向の視野角特性を選択的に
改善できるので横長画面のテレビ用途などで好適に用いられる。
【００８０】
本発明に用いられる位相差異方性制御型平行光化手段は光学観察で面方向から見て面内微
細構造が視認されることはなく、液晶画素やブラックマトリクス、平行光化手段に用いら
れる微細構造を有するフィルム、液晶表示装置の最外面のグレア処理面などとの干渉が一
切無く、モアレの要因にならない特徴を有する。
【００８１】
モアレは図１０に示すように、異なる層に形成された格子が角度を持って重ね合わされた
ときに視認される格子より低い周波数を有する濃淡模様のことである。
【００８２】
モアレ縞のピッチは、下記式１
【数１】
　
　
　
　
　
で表される。数１中、Ｓ１：第一格子ピッチ、Ｓ２：第二格子、Ｓ３：モアレ縞ピッチ、
α：第一格子と第二格子のなす角度、である。
【００８３】
このように異なる格子を重ね合わせて得られるモアレ縞の強度Ｉの最大値をＩｍａｘ、最
小値をＩｍｉｎとして、モアレ縞の可視度（Ｖ： visibility）を計算すると、数式：Ｖ＝
（Ｉｍａｘ－Ｉｍｉｎ）／（Ｉｍａｘ＋Ｉｍｉｎ）、で表される。このコントラストを低
減するには格子同士が成す角度が十分に大きく、直交に近いことが望まれる。しかし、格
子を有する層が３層以上では要件を満たすことが困難になる。従って、モアレ現象を抑制
するには格子構造を有する層の削減が効果的であり、格子構造を有さない本発明の偏光素
子が視野角拡大システムの作製に大きな効果があることが分かる。
【００８４】
さらにプリズムアレイやマイクロレンズシート類と比べ、平行光を発生する薄膜層は反射
偏光子を含めても数十～数百μｍレベルであり、極めて薄型化の設計が容易である。また
、空気界面を必要としないので貼り合わせて使用が可能であり、ハンドリング面で大きな
アドバンテージが得られる。たとえば、反射偏光子にコレステリック液晶ポリマー（約１
０μｍ）を用いた場合、組み合わせる位相差板も液晶ポリマーの塗工薄膜を用い（約５μ
ｍ）、接着剤で積層すれば（約５μｍ）総計５０μｍ以下にまで薄膜化できる。各層を直
接塗工し界面無く作製すればさらに薄層化可能である。
【００８５】
【発明の効果】
　本発明の視野角拡大液晶表示装置は、コントラストが最も高く色再現性が良好な
領域にのみ出射光線を集束する。その結果、液晶表示装置から得られる映像は良好な表示
品位の領域のみを明るくすることができる。
【００８６】
厚みも平行光化を発現する機能膜は２００μｍ以下、作製時の支持体基材の厚みを除けば
数十μｍ程度で実用上十分な性能の光学膜が得られる。これは、従来のレンズやプリズム
などの幾何光学材料では実現し得なかった厚みである。すなわち、従来から提案されてき
た視野角拡大システムと比べて大きなアドバンテージである。
【００８７】
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このシステムを用いて正面近傍領域の良好な表示特性の光線を平均化し、角度を広げるこ
とで、階調反転や色調変化への耐性が高い、視野角特性良好な液晶表示装置を得ることが
できる。このシステムでは液晶表示装置のセルは、従来から存在する通常のＴＮ液晶に補
償フィルムを用いない場合であっても十分高い特性が得られ、高コストの液晶配行制御や
特殊な位相差板を必要としない。
【００８８】
このように本発明の視野角拡大液晶表示装置によれば、従来不可能であった薄型の視野角
拡大システムが容易に低コストで実現できる。
【００８９】
【発明の実施の形態】
以下に、本発明の視野角拡大液晶表示装置の概念図の好ましい態様の例示は、図１１～図
１６、図１８に示す通りである。
【００９０】
本発明の偏光素子（Ａ）は、偏光の選択反射の波長帯域が互いに重なっている少なくとも
２枚の反射偏光子（ａ）の間に、正面位相差と斜め入射光に対して位相差が前記特異的な
値を示す位相差層（ｂ）を配置して重畳することにより形成することができる。
【００９１】
これにより、入射側の反射偏光子を斜め透過した光の一部を出射側の反射偏光子によって
全反射させることが可能となる。この効果により、集光・平行光化されるバックライト光
源上に配置された液晶表示装置は正面近傍の表示品位の高い領域のみの光線を利用するこ
とができ、視認側に配置する視野角拡大のための光拡散手段を用いて良好な表示品位の光
線を広げ、視野角拡大システムを形成することができる。
【００９２】
（反射偏光子（ａ））
輝度向上の観点よりは視感度の高い５５０ｎｍ付近の波長の光に対して、その全反射が達
成されることが望ましく、少なくとも５５０ｎｍ±１０ｎｍの波長領域で反射偏光子（ａ
）の選択反射波長が重なっていることが望ましい。
【００９３】
例えば液晶表示装置に多く用いられているウエッジ型導光板を用いたバックライトでは導
光板からの出射光の角度は法線方向から６０°前後の角度である。この角度でのブルーシ
フト量は約１００ｎｍにも及ぶ。従ってバックライトに３波長冷陰極管が用いられている
場合には赤の輝線スペクトルが６１０ｎｍであるので選択反射波長は少なくとも７１０ｎ
ｍより長波長側に達する必要があると分かる。この長波長側に必要な選択反射波長帯域幅
は上記のように光源からの入射光線の角度と波長に大きく依存するので要求仕様に応じて
任意に長波長端を設定する。
【００９４】
バックライト光源が特定の波長しか発光しない場合、例えば色付き冷陰極管のような場合
には得られる輝線のみ遮蔽できればよい。
【００９５】
また、バックライトからの出射光線が動向体表面に加工されたマイクロレンズやドット、
プリズムなどの設計で正面方向に最初からある程度絞られている場合には大きな入射角で
の透過光は無視できるので選択反射波長を大きく長波長側に延ばさなくても良い。組み合
わせ部材・光源種に合わせて適宜設計できる。
【００９６】
かかる観点より反射偏光子（ａ）は全く同一の組合せでも良いし、一方が可視光全波長で
反射を有するもので、他方が部分的に反射するものでも良い。
【００９７】
（円偏光型反射偏光子（ａ１））
円偏光型反射偏光子（ａ１）としては、たとえば、コレステリック液晶材料が用いられる
。円偏光型反射偏光子（ａ１）においては選択反射の中心波長はλ＝ｎｐで決定される（
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ｎはコレステリック材料の屈折率、ｐはカイラルピッチ）。斜め入射光に対しては、選択
反射波長がブルーシフトするため、前記重なっている波長領域はより広い方が好ましい。
【００９８】
円偏光型反射偏光子（ａ１）がコレステリック材料の場合、異なるタイプ（右ねじれと左
ねじれ）の組み合わせでも同様の考え方で正面位相差がλ／２で傾けると位相差がゼロま
たはλであれば同様の偏光子が得られるが、傾斜する軸の方位角による異方性や色付きの
問題が発生するため好ましくない。かかる観点より同じタイプ同士の組み合わせ（右ねじ
れ同士、左ねじれ同士）が好ましいが、上下のコレステリック液晶分子、あるいはＣプレ
ートの波長分散特性が異なる物の組み合わせで相殺することで色づきを押さえることもで
きる。
【００９９】
円偏光型反射偏光子（ａ１）を構成するコレステリック液晶には、適宜なものを用いてよ
く、特に限定はない。例えば、高温でコレステリック液晶性を示す液晶ポリマー、または
液晶モノマーと必要に応じてのカイラル剤および配向助剤を電子線や紫外線などの電離放
射線照射や熱により重合せしめた重合性液晶、またはそれらの混合物などがあげられる。
液晶性はリオトロピックでもサーモトロピック性のどちらでもよいが、制御の簡便性およ
びモノドメインの形成しやすさの観点よりサーモトロピック性の液晶であることが望まし
い。
【０１００】
コレステリック液晶層の形成は、従来の配向処理に準じた方法で行うことができる。例え
ば、トリアセチルセルロースやアモルファスポリオレフィンなどの複屈折位相差が可及的
に小さな支持基材上に、ポリイミド、ポリビニルアルコール、ポリエステル、ポリアリレ
ート、ポリアミドイミド、ポリエーテルイミド等の膜を形成してレーヨン布等でラビング
処理した配向膜、またはＳｉＯ 2  の斜方蒸着層、またはポリエチレンテレフタレートやポ
リエチレンナフタレートなどの延伸基材表面性状を配向膜として利用した基材、または上
記基材表面をラビング布やベンガラに代表される微細な研磨剤で処理し、表面に微細な配
向規制力を有する微細凹凸を形成した基材、または上記基材フィルム上にアゾベンゼン化
合物など光照射により液晶規制力を発生する配向膜を形成した基材、等からなる適当な配
向膜上に、液晶ポリマーを展開してガラス転移温度以上、等方相転移温度未満に加熱し、
液晶ポリマー分子がプラナー配向した状態でガラス転移温度未満に冷却してガラス状態と
し、当該配向が固定化された固化層を形成する方法などがあげられる。
【０１０１】
また配向状態が形成された段階で紫外線やイオンビーム等のエネルギー照射で構造を固定
してもよい。上記基材で複屈折が小さなものは液晶層支持体としてそのまま用いてもよい
。複屈折が大きなもの、または偏光素子（Ａ）の厚みに対する要求が厳しい場合には配向
基材より液晶層を剥離して適宜に用いることもできる。
【０１０２】
液晶ポリマーの製膜は、例えば液晶ポリマーの溶媒による溶液をスピンコート法、ロール
コート法、フローコート法、プリント法、ディップコート法、流延成膜法、バーコート法
、グラビア印刷法等で薄層展開し、さらに、それを必要に応じ乾燥処理する方法などによ
り行うことができる。前記の溶媒としては例えば塩化メチレン、トリクロロエチレン、テ
トラクロロエタンのような塩素系溶媒；アセトン、メチルエチルケトン、シクロヘキサノ
ンのようなケトン系溶媒；トルエンのような芳香族溶媒；シクロヘプタンのような環状ア
ルカン；またはＮ－メチルピロリドンやテトラヒドロフラン等を適宜に用いることができ
る。
【０１０３】
また液晶ポリマーの加熱溶融物、好ましくは等方相を呈する状態の加熱溶融物を前記に準
じ展開し、必要に応じその溶融温度を維持しつつ更に薄層に展開して固化させる方法など
を採用することができる。当該方法は、溶媒を使用しない方法であり、従って作業環境の
衛生性等が良好な方法によっても液晶ポリマーを展開させることができる。なお、液晶ポ
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リマーの展開に際しては、薄型化等を目的に必要に応じて配向膜を介したコレステリック
液晶層の重畳方式なども採ることができる。
【０１０４】
さらに必要に応じ、これらの光学層を成膜時に用いる支持基材／配向基材から剥離し、他
の光学材料に転写して用いることもできる。
【０１０５】
（直線偏光型反射偏光子（ａ２））
直線偏光型反射偏光子（ａ２）としては、グリッド型偏光子、屈折率差を有する２種以上
の材料による２層以上の多層薄膜積層体、ビームスプリッターなどに用いられる屈折率の
異なる蒸着多層薄膜、複屈折を有する２種以上の材料による２層以上の複屈折層多層薄膜
積層体、複屈折を有する２種以上の樹脂を用いた２層以上の樹脂積層体を延伸したもの、
直線偏光を直交する軸方向で反射／透過することで分離するものなどがあげられる。
【０１０６】
例えばポリエチレンナフタレート、ポリエチレンテレフタレート、ポリカーボネートに代
表される延伸により位相差を発生する材料やポリメチルメタクリレートに代表されるアク
リル系樹脂、ＪＳＲ社製のアートンに代表されるノルボルネン系樹脂等の位相差発現量の
少ない樹脂を交互に多層積層体として一軸延伸して得られるものを用いることができる。
【０１０７】
（位相差層（ｂ））
円偏光型反射偏光子（ａ１）または直線偏光型反射偏光子（ａ２）の間に配置する位相差
層（ｂ１）は、正面方向の位相差が略ゼロであり、法線方向から３０°の角度の入射光に
対してλ／８以上の位相差を有するものである。正面位相差は垂直入射された偏光が保持
される目的であるので、λ／１０以下であることが望ましい。
【０１０８】
斜め方向からの入射光に対しては効率的に偏光変換されるべく全反射させる角度などによ
って適宜決定される。例えば、法線からのなす角６０°程度で完全に全反射させるには６
０°で測定したときの位相差がλ／２程度になるように決定すればよい。ただし、円偏光
型反射偏光子（ａ１）による透過光は、円偏光型反射偏光子（ａ１）自身のＣプレート的
な複屈折性によっても偏光状態が変化しているため、通常挿入されるＣプレートのその角
度で測定したときの位相差はλ／２よりも小さな値でよい。Ｃプレートの位相差は入射光
が傾くほど単調に増加するため、効果的な全反射を３０°以上のある角度傾斜した時に起
こさせる目安として３０°の角度の入射光に対してλ／８以上有すればよい。
【０１０９】
本発明の偏光素子（Ａ）にて正面より３０°の入射角を有する光線に対して有効な遮蔽を
行い得る設計の場合、実質的には入射角２０°前後の領域で十分に透過光線が低下してい
る。この領域の光線に限定される場合、一般的なＴＮ液晶表示装置の良好な表示を示す領
域の光線のみが透過する。用いるＴＮ液晶表示装置のセル内液晶種や配向状態、プレティ
ルト角などの条件により変動があるが階調反転やコントラストの急激な劣化は生じないた
め、本発明における視野角拡大のためには用いられる水準となる。より正面光のみに絞り
込むために位相差層の位相差値をより大きく取ったり、ＴＮ液晶に補償位相差板を組み合
わせることを前提に位相差値を小さくして絞り込みを穏やかにして用いても良い。
【０１１０】
位相差層（ｂ１）の材質は上記のような光学特性を有するものであれば、特に制限はない
。例えば、可視光領域（３８０ｎｍ～７８０ｎｍ ) 以外に選択反射波長を有するコレステ
リック液晶のプラナー配向状態を固定したものや、棒状液晶のホメオトロピック配向状態
を固定したもの、ディスコチック液晶のカラムナー配向やネマチック配向を利用したもの
、負の１軸性結晶を面内に配向させたもの、２軸性配向したポリマーフィルムなどがあげ
られる。
【０１１１】
Ｃプレートとしては、たとえば、可視光領域（３８０ｎｍ～７８０ｎｍ）以外に選択反射
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波長を有するコレステリック液晶のプラナー配向状態を固定したＣプレートは、コレステ
リック液晶の選択反射波長としては、可視光領域に色付きなどがないことが望ましい。そ
のため、選択反射光が可視領域にない必要がある。選択反射はコレステリックのカイラル
ピッチと液晶の屈折率によって一義的に決定される。選択反射の中心波長の値は近赤外領
域にあっても良いが、旋光の影響などを受けるため、やや複雑な現象が発生するため、３
５０ｎｍ以下の紫外部にあることがより望ましい。コレステリック液晶層の形成について
は、前記した反射偏光子におけるコレステリック層形成と同様に行われる。
【０１１２】
ホメオトロピック配向状態を固定したＣプレートは、高温でネマチック液晶性を示す液晶
性熱可塑樹脂または液晶モノマーと必要に応じての配向助剤を電子線や紫外線などの電離
放射線照射や熱により重合せしめた重合性液晶、またはそれらの混合物が用いられる。液
晶性はリオトロピックでもサーモトロピック性のいずれでもよいが、制御の簡便性やモノ
ドメインの形成しやすさの観点より、サーモトロピック性の液晶であることが望ましい。
ホメオトロピック配向は、例えば、垂直配向膜（長鎖アルキルシランなど）を形成した膜
上に前記複屈折材料を塗設し、液晶状態を発現させ固定することによって得られる。
【０１１３】
ディスコティック液晶を用いたＣプレートとしては、液晶材料として面内に分子の広がり
を有したフタロシアニン類やトリフェニレン類化合物のごとく負の１軸性を有するディス
コティック液晶材料を、ネマチック相やカラムナー相を発現させて固定したものである。
負の１軸性無機層状化合物としては、たとえば、特開平６－８２７７７号公報などに詳し
い。
【０１１４】
ポリマーフィルムの２軸性配向を利用したＣプレートは、正の屈折率異方性を有する高分
子フィルムをバランス良く２軸延伸する方法、熱可塑樹脂をプレスする方法、平行配向し
た結晶体から切り出す方法などにより得られる。
【０１１５】
直線偏光型反射偏光子（ａ２）を用いる場合には、位相差層（ｂ１）として、正面方向の
位相差が略ゼロであり、法線方向から３０°の角度の入射光に対してλ／４以上の位相差
を有するものが用いられる。前記位相差層（ｂ１）の両側に、正面位相差が略λ／４であ
るλ／４板（ｂ２）を用いて直線偏光を一度円偏光に変換した後に前述の円偏光板と同様
な方法で平行光化することができる。この場合の構成断面と各層の配置は図３、図４、図
５に示した通りである。この場合、λ／４板（ｂ２）の遅相軸と直線偏光型反射偏光子（
ａ２）の偏光軸の成す角度は前述の通りであり、λ／４板（ｂ２）同士の軸角度は任意に
設定できる。
【０１１６】
前記位相差層（ｂ２）としては、具体的には、λ／４板が用いられる。λ／４板は、使用
目的に応じた適宜な位相差板が用いられる。λ／４板は、２種以上の位相差板を積層して
位相差等の光学特性を制御することができる。位相差板としては、ポリカーボネート、ノ
ルボルネン系樹脂、ポリビニルアルコール、ポリスチレン、ポリメチルメタクリレート、
ポリプロピレンやその他のポリオレフィン、ポリアリレート、ポリアミドの如き適宜なポ
リマーからなるフィルムを延伸処理してなる複屈折性フィルムや液晶ポリマーなどの液晶
材料からなる配向フィルム、液晶材料の配向層をフィルムにて支持したものなどがあげら
れる。
【０１１７】
可視光域等の広い波長範囲でλ／４板として機能する位相差板は、例えば波長５５０ｎｍ
の淡色光に対してλ／４板として機能する位相差層と他の位相差特性を示す位相差層、例
えば１／２波長板として機能する位相差層とを重畳する方式などにより得ることができる
。従って、偏光板と輝度向上フィルムの間に配置する位相差板は、１層又は２層以上の位
相差層からなるものであってよい。
【０１１８】
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また、正面位相差が略λ／４であり、厚み方向位相差がλ／２以上であるような２軸性位
相差層（ｂ３）を２枚配置することでも同様な効果を得ることができる。２軸性位相差層
（ｂ３）は、Ｎｚ係数が略２以上であれば上記要件を満たす。この場合の構成断面と各層
の配置は図６、図７に示した通りである。この場合、２軸性位相差層（ｂ３）との遅相軸
と直線偏光型反射偏光子（ａ２）の偏光軸は前述の通りであり、２軸性位相差層（ｂ３）
同士の軸角度は任意に設定できる。
【０１１９】
なお、正面位相差が略λ／４であることは、５５０ｎｍ波長の光に対してλ／４±４０ｎ
ｍ程度、さらには±１５ｎｍの範囲に入るものであることが好ましい。
【０１２０】
また、正面位相差が略λ／２であり、厚み方向位相差がλ／２以上であるような２軸性位
相差層（ｂ４）を１枚用いることでも同様な効果を得ることができる。２軸性位相差層（
ｂ４）は、Ｎｚ係数が略１ . ５以上であれば上記要件を満たす。この場合の構成断面と各
層の配置は図８、図９に示した通りである。この場合、上下の直線偏光型反射偏光子（ａ
２）と中央の２軸性位相差層（ｂ４）の軸角度の関係は指定したとおりの角度となり一義
的に決定される。
【０１２１】
なお、正面位相差が略λ／２であることは、５５０ｎｍ波長の光に対してλ／２±４０ｎ
ｍ程度、さらには±１５ｎｍの範囲に入るものが好ましい。
【０１２２】
具体的に前記２軸性位相差層（ｂ３）、（ｂ４）としては、ポリカーボネートやポリエチ
レンテレフタレート等の複屈折性を有するプラスチック材料を２軸延伸したもの、または
液晶材料を平面方向では一軸配向させ、厚み方向にさらに配向させたハイブリッド配向し
たものが用いられる。液晶材料を１軸性にホメオトロピック配向させたものも可能であり
、前記コレステリック液晶を製膜した方法と同様に行われる。ただし、コレステリック液
晶ではなくネマチック液晶材料を用いる必要がある。
【０１２３】
（拡散反射板（Ｆ）の配置）
光源たる導光板（Ｅ）の下側（液晶セルの配置面とは反対側）には拡散反射板（Ｆ）の配
置が望ましい。平行光化フィルムにて反射される光線の主成分は斜め入射成分であり、平
行光化フィルムにて正反射されてバックライト方向へ戻される。ここで背面側の反射板が
正反射性が高い場合には反射角度が保存され、正面方向に出射できずに損失光となる。従
って、反射戻り光線の反射角度を保存せず、正面方向へ散乱反射成分を増大させるため拡
散反射板（Ｆ）の配置が望ましい。
【０１２４】
（拡散板（Ｄ）の配置）
本発明における平行光化フィルムとバックライト光源の間には適当な拡散板（Ｄ）を設置
することも望ましい。斜め入射し、反射された光線をバックライト導光体近傍にて散乱さ
せ、その一部を垂直入射方向へ散乱せしめることで光の再利用効率が高まるためである。
【０１２５】
用いられる拡散板（Ｄ）は表面凹凸形状による物の他、屈折率が異なる微粒子を樹脂中に
包埋する等の方法で得られる。この拡散板（Ｄ）は平行光化フィルムとバックライト間に
挟み込んでも良いし、平行光化フィルムに貼り合わせてもよい。
【０１２６】
平行光化フィルムを貼り合わせた液晶セルをバックライトと近接して配置する場合、フィ
ルム表面とバックライトの隙間でニュートンリングが生じる恐れがあるが、本発明におけ
る平行光化フィルムの導光板側表面に表面凹凸を有する拡散板（Ｄ）を配置することによ
ってニュートンリングの発生を抑制することができる。また、本発明における平行光化フ
ィルムの表面そのものに凹凸構造と光拡散構造を兼ねた層を形成しても良い。
【０１２７】
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（視野角拡大層（Ｗ）の配置）
本発明の液晶表示装置における視野角拡大は、平行光化されたバックライトと組み合わさ
れた、液晶表示装置から得られる正面近傍の良好な表示特性の光線を拡散し、全視野角内
で均一で良好な表示特性を得ることによって得られる。
【０１２８】
ここで用いられる視野角拡大層（Ｗ）は実質的に後方散乱を有さない拡散板が用いられる
。拡散板は、拡散粘着材により設けることができる。配置場所は液晶表示装置の視認側で
あるが偏光板（ＰＬ）の上下いずれでも使用可能である。ただし画素のにじみ等の影響や
わずかに残る後方散乱によるコントラスト低下を防止するために偏光板（ＰＬ）～液晶セ
ル（ＬＣ）間など、可能な限りセルに近い層に設けることが望ましい。またこの場合には
実質的に偏光を解消しないフィルムが望ましい。例えば特開２０００－３４７００６号公
報、特開２０００－３４７００７号公報に開示されているような微粒子分散型拡散板が好
適に用いられる。
【０１２９】
液晶セル（ＬＣ）の視認側の偏光板（ＰＬ）より外側に視野角拡大層（Ｗ）を位置する場
合には液晶セル（ＬＣ）－偏光板（ＰＬ）まで平行光化された光線が透過するので、ＴＮ
液晶セルの場合は特に視野角補償位相差板を用いなくともよい。ＳＴＮ液晶セルの場合に
は正面特性のみ良好に補償した位相差フィルムを用いるだけでよい。この場合には視野角
拡大層（Ｗ）が空気表面を有するので表面形状による屈折効果によるタイプの採用も可能
である。
【０１３０】
一方で、偏光板（ＰＬ）と液晶セル（ＬＣ）の間に視野角拡大層（Ｗ）を挿入する場合に
は偏光板（ＰＬ）を透過する段階では拡散光線となっている。ＴＮ液晶の場合、偏光子そ
のものの視野角特性は補償する必要がある。この場合には偏光板（ＰＬ）の視野角特性を
補償する位相差板（Ｃ）を偏光板（ＰＬ）と視野角拡大層（Ｗ）の間に挿入するのが好ま
しい。ＳＴＮ液晶の場合にはＳＴＮ液晶の正面位相差補償に加えて偏光板（ＰＬ）の視野
角特性を補償する位相差板（Ｃ）を挿入するのが好ましい。
【０１３１】
従来から存在するマイクロレンズアレイフィルムやホログラムフィルムのように、内部に
規則性構造体を有する視野角拡大フィルムの場合、液晶表示装置のブラックマトリクスや
従来のバックライトの平行光化システムが有するマイクロレンズアレイ／プリズムアレイ
／ルーバー／マイクロミラーアレイ等の微細構造と干渉しモアレを生じやすかった。しか
し本発明における平行光化フィルムは面内に規則性構造が視認されず、出射光線に規則性
変調が無いので視野角拡大層（Ｗ）との相性や配置順序を考慮する必要はない。従って、
視野角拡大層（Ｗ）は液晶表示装置の画素ブラックマトリクスと干渉／モアレを発生しな
ければ特に制限はなく選択肢は広い。
【０１３２】
本発明においては視野角拡大層（Ｗ）として実質的に後方散乱を有さない、偏光を解消し
ない、特開２０００－３４７００６号公報、特開２０００－３４７００７号公報に記載さ
れているような光散乱板で、ヘイズ８０％～９０％のものが好適に用いられる。その他、
ホログラムシート、マイクロプリズムアレイ、マイクロレンズアレイ等、内部に規則性構
造を有していても液晶表示装置の画素ブラックマトリクスと干渉／モアレを形成しなけれ
ば使用可能である。
【０１３３】
（各層の積層）
前記各層の積層は、重ね置いただけでも良いが、作業性や、光の利用効率の観点より、各
層を接着剤や粘着剤を用いて積層することが望ましい。その場合、接着剤または粘着剤は
透明で、可視光域に吸収を有さず、屈折率は、各層の屈折率と可及的に近いことが表面反
射の抑制の観点より望ましい。かかる観点より、例えば、アクリル系粘着剤などが好まし
く用いうる。各層は、それぞれ別途配向膜状などでモノドメインを形成し、透光性基材へ
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転写などの方法によって順次積層していく方法や、接着層などを設けず、配向のために、
配向膜などを適宜形成し、各層を順次直接形成して行くことも可能である。
【０１３４】
各層および（粘）接着層には、必要に応じて拡散度合い調整用に更に粒子を添加して等方
的な散乱性を付与することや、紫外線吸収剤、酸化防止剤、製膜時のレベリング性付与の
目的で界面活性剤などを適宜に添加することができる。
【０１３５】
本発明における偏光素子（Ａ）は用いる反射偏光子（ａ）と位相差層（ｂ）が前記要件を
満たす限り、波長依存性は少なく正面にのみ透過、斜め方向は反射によりカットできる。
従来技術の例えば、米国特許出願公開第２００２／３６７３５号明細書に記載されている
ような干渉フィルターと輝線発光光源の組み合わせによる平行光化・集光システムと比べ
て光源の特性に対する依存性が少ない特徴を有している。
【０１３６】
（その他の材料）
なお、液晶表示装置には、常法に従って、各種の光学層等が適宜に用いられて作製される
。
【０１３７】
偏光板（ＰＬ）は、液晶セルの両側に配置される。液晶セルの両側に配置された偏光板（
ＰＬ）は、偏光軸が互いに略直交するように配置される。また入射側の偏光板（ＰＬ）は
その偏光軸方向と、光源側からの透過で得られる直線偏光の軸方向とが揃うように配置さ
れる。
【０１３８】
偏光板（ＰＬ）は、通常、偏光子の片側または両側に保護フィルムを有するものが一般に
用いられる。
【０１３９】
偏光子は、特に制限されず、各種のものを使用できる。偏光子としては、たとえば、ポリ
ビニルアルコール系フィルム、部分ホルマール化ポリビニルアルコール系フィルム、エチ
レン・酢酸ビニル共重合体系部分ケン化フィルム等の親水性高分子フィルムに、ヨウ素や
二色性染料等の二色性物質を吸着させて一軸延伸したもの、ポリビニルアルコールの脱水
処理物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等ポリエン系配向フィルム等があげられる。これ
らのなかでもポリビニルアルコール系フィルムとヨウ素などの二色性物質からなる偏光子
が好適である。これら偏光子の厚さは特に制限されないが、一般的に、５～８０μｍ程度
である。
【０１４０】
ポリビニルアルコール系フィルムをヨウ素で染色し一軸延伸した偏光子は、たとえば、ポ
リビニルアルコールをヨウ素の水溶液に浸漬することによって染色し、元長の３～７倍に
延伸することで作製することができる。必要に応じてホウ酸や硫酸亜鉛、塩化亜鉛等を含
んでいてもよいヨウ化カリウムなどの水溶液に浸漬することもできる。さらに必要に応じ
て染色の前にポリビニルアルコール系フィルムを水に浸漬して水洗してもよい。ポリビニ
ルアルコール系フィルムを水洗することでポリビニルアルコール系フィルム表面の汚れや
ブロッキング防止剤を洗浄することができるほかに、ポリビニルアルコール系フィルムを
膨潤させることで染色のムラなどの不均一を防止する効果もある。延伸はヨウ素で染色し
た後に行っても良いし、染色しながら延伸してもよいし、また延伸してからヨウ素で染色
してもよい。ホウ酸やヨウ化カリウムなどの水溶液中や水浴中でも延伸することができる
。
【０１４１】
前記偏光子の片面または両面に設けられる透明保護フィルムを形成する材料としては、透
明性、機械的強度、熱安定性、水分遮蔽性、等方性などに優れるものが好ましい。例えば
、ポリエチレンテレフタレートやポリエチレンナフタレート等のポリエステル系ポリマー
、ジアセチルセルロースやトリアセチルセルロース等のセルロース系ポリマー、ポリメチ
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ルメタクリレート等のアクリル系ポリマー、ポリスチレンやアクリロニトリル・スチレン
共重合体（ＡＳ樹脂）等のスチレン系ポリマー、ポリカーボネート系ポリマーなどがあげ
られる。また、ポリエチレン、ポリプロピレン、シクロ系ないしはノルボルネン構造を有
するポリオレフィン、エチレン・プロピレン共重合体の如きポリオレフィン系ポリマー、
塩化ビニル系ポリマー、ナイロンや芳香族ポリアミド等のアミド系ポリマー、イミド系ポ
リマー、スルホン系ポリマー、ポリエーテルスルホン系ポリマー、ポリエーテルエーテル
ケトン系ポリマー、ポリフェニレンスルフィド系ポリマー、ビニルアルコール系ポリマー
、塩化ビニリデン系ポリマー、ビニルブチラール系ポリマー、アリレート系ポリマー、ポ
リオキシメチレン系ポリマー、エポキシ系ポリマー、または前記ポリマーのブレンド物な
ども前記透明保護フィルムを形成するポリマーの例としてあげられる。透明保護フィルム
は、アクリル系、ウレタン系、アクリルウレタン系、エポキシ系、シリコーン系等の熱硬
化型、紫外線硬化型の樹脂の硬化層として形成することもできる。
【０１４２】
また、特開２００１－３４３５２９号公報（ＷＯ０１／３７００７）に記載のポリマーフ
ィルム、たとえば、（Ａ）側鎖に置換および／または非置換イミド基を有する熱可塑性樹
脂と、（Ｂ）側鎖に置換および／非置換フェニルならびにニトリル基を有する熱可塑性樹
脂を含有する樹脂組成物があげられる。具体例としてはイソブチレンとＮ－メチルマレイ
ミドからなる交互共重合体とアクリロニトリル・スチレン共重合体とを含有する樹脂組成
物のフィルムがあげられる。フィルムは樹脂組成物の混合押出品などからなるフィルムを
用いることができる。
【０１４３】
保護フィルムの厚さは、適宜に決定しうるが、一般には強度や取扱性等の作業性、薄層性
などの点より１～５００μｍ程度である。特に１～３００μｍが好ましく、５～２００μ
ｍがより好ましい。
【０１４４】
また、保護フィルムは、できるだけ色付きがないことが好ましい。したがって、Ｒｔｈ＝
［（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ］・ｄ（ただし、ｎｘ、ｎｙはフィルム平面内の主屈折率、
ｎｚはフィルム厚方向の屈折率、ｄはフィルム厚みである）で表されるフィルム厚み方向
の位相差値が－９０ｎｍ～＋７５ｎｍである保護フィルムが好ましく用いられる。かかる
厚み方向の位相差値（Ｒｔｈ）が－９０ｎｍ～＋７５ｎｍのものを使用することにより、
保護フィルムに起因する偏光板の着色（光学的な着色）をほぼ解消することができる。厚
み方向位相差値（Ｒｔｈ）は、さらに好ましくは－８０ｎｍ～＋６０ｎｍ、特に－７０ｎ
ｍ～＋４５ｎｍが好ましい。
【０１４５】
保護フィルムとしては、偏光特性や耐久性などの点より、トリアセチルセルロース等のセ
ルロース系ポリマーが好ましい。特にトリアセチルセルロースフィルムが好適である。な
お、偏光子の両側に保護フィルムを設ける場合、その表裏で同じポリマー材料からなる保
護フィルムを用いてもよく、異なるポリマー材料等からなる保護フィルムを用いてもよい
。前記偏光子と保護フィルムとは通常、水系粘着剤等を介して密着している。水系接着剤
としては、イソシアネート系接着剤、ポリビニルアルコール系接着剤、ゼラチン系接着剤
、ビニル系ラテックス系、水系ポリウレタン、水系ポリエステル等を例示できる。
【０１４６】
前記透明保護フィルムの偏光子を接着させない面には、ハードコート層や反射防止処理、
スティッキング防止や、拡散ないしアンチグレアを目的とした処理を施したものであって
もよい。
【０１４７】
ハードコート処理は偏光板表面の傷付き防止などを目的に施されるものであり、例えばア
クリル系、シリコーン系などの適宜な紫外線硬化型樹脂による硬度や滑り特性等に優れる
硬化皮膜を透明保護フィルムの表面に付加する方式などにて形成することができる。反射
防止処理は偏光板表面での外光の反射防止を目的に施されるものであり、従来に準じた反
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射防止膜などの形成により達成することができる。また、スティッキング防止処理は隣接
層との密着防止を目的に施される。
【０１４８】
またアンチグレア処理は偏光板の表面で外光が反射して偏光板透過光の視認を阻害するこ
との防止等を目的に施されるものであり、例えばサンドブラスト方式やエンボス加工方式
による粗面化方式や透明微粒子の配合方式などの適宜な方式にて透明保護フィルムの表面
に微細凹凸構造を付与することにより形成することができる。前記表面微細凹凸構造の形
成に含有させる微粒子としては、例えば平均粒径が０．５～５０μｍのシリカ、アルミナ
、チタニア、ジルコニア、酸化錫、酸化インジウム、酸化カドミウム、酸化アンチモン等
からなる導電性のこともある無機系微粒子、架橋又は未架橋のポリマー等からなる有機系
微粒子などの透明微粒子が用いられる。表面微細凹凸構造を形成する場合、微粒子の使用
量は、表面微細凹凸構造を形成する透明樹脂１００重量部に対して一般的に２～５０重量
部程度であり、５～２５重量部が好ましい。アンチグレア層は、偏光板透過光を拡散して
視角などを拡大するための拡散層（視角拡大機能など）を兼ねるものであってもよい。
【０１４９】
なお、前記反射防止層、スティッキング防止層、拡散層やアンチグレア層等は、透明保護
フィルムそのものに設けることができるほか、別途光学層として透明保護フィルムとは別
体のものとして設けることもできる。
【０１５０】
また位相差板は、視角補償フィルムとして偏光板に積層して広視野角偏光板として用いら
れる。視角補償フィルムは、液晶表示装置の画面を、画面に垂直でなくやや斜めの方向か
ら見た場合でも、画像が比較的鮮明にみえるように視野角を広げるためのフィルムである
。
【０１５１】
このような視角補償位相差板としては、他に二軸延伸処理や直交する二方向に延伸処理等
された複屈折を有するフィルム、傾斜配向フィルムのような二方向延伸フィルムなどが用
いられる。傾斜配向フィルムとしては、例えばポリマーフィルムに熱収縮フィルムを接着
して加熱によるその収縮力の作用下にポリマーフィルムを延伸処理又は／及び収縮処理し
たものや、液晶ポリマーを斜め配向させたものなどが挙げられる。視角補償フィルムは、
液晶セルによる位相差に基づく視認角の変化による着色等の防止や良視認の視野角の拡大
などを目的として適宜に組み合わせることができる。
【０１５２】
また良視認の広い視野角を達成する点などより、液晶ポリマーの配向層、特にディスコテ
ィック液晶ポリマーの傾斜配向層からなる光学的異方性層をトリアセチルセルロースフィ
ルムにて支持した光学補償位相差板が好ましく用いうる。
【０１５３】
前記のほか実用に際して積層される光学層については特に限定はないが、例えば反射板や
半透過板などの液晶表示装置等の形成に用いられることのある光学層を１層または２層以
上用いることができる。特に、楕円偏光板または円偏光板に、更に反射板または半透過反
射板が積層されてなる反射型偏光板または半透過型偏光板があげられる。
【０１５４】
反射型偏光板は、偏光板に反射層を設けたもので、視認側（表示側）からの入射光を反射
させて表示するタイプの液晶表示装置などを形成するためのものであり、バックライト等
の光源の内蔵を省略できて液晶表示装置の薄型化を図りやすいなどの利点を有する。反射
型偏光板の形成は、必要に応じ透明保護層等を介して偏光板の片面に金属等からなる反射
層を付設する方式などの適宜な方式にて行うことができる。
【０１５５】
反射型偏光板の具体例としては、必要に応じマット処理した保護フィルムの片面に、アル
ミニウム等の反射性金属からなる箔や蒸着膜を付設して反射層を形成したものなどがあげ
られる。また前記保護フィルムに微粒子を含有させて表面微細凹凸構造とし、その上に微
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細凹凸構造の反射層を有するものなどもあげられる。前記した微細凹凸構造の反射層は、
入射光を乱反射により拡散させて指向性やギラギラした見栄えを防止し、明暗のムラを抑
制しうる利点などを有する。また微粒子含有の保護フィルムは、入射光及びその反射光が
それを透過する際に拡散されて明暗ムラをより抑制しうる利点なども有している。保護フ
ィルムの表面微細凹凸構造を反映させた微細凹凸構造の反射層の形成は、例えば真空蒸着
方式、イオンプレーティング方式、スパッタリング方式等の蒸着方式やメッキ方式などの
適宜な方式で金属を透明保護層の表面に直接付設する方法などにより行うことができる。
【０１５６】
反射板は前記の偏光板の保護フィルムに直接付与する方式に代えて、その透明フィルムに
準じた適宜なフィルムに反射層を設けてなる反射シートなどとして用いることもできる。
なお反射層は、通常、金属からなるので、その反射面が保護フィルムや偏光板等で被覆さ
れた状態の使用形態が、酸化による反射率の低下防止、ひいては初期反射率の長期持続の
点や、保護層の別途付設の回避の点などより好ましい。
【０１５７】
なお、半透過型偏光板は、上記において反射層で光を反射し、かつ透過するハーフミラー
等の半透過型の反射層とすることにより得ることができる。半透過型偏光板は、通常液晶
セルの裏側に設けられ、液晶表示装置などを比較的明るい雰囲気で使用する場合には、視
認側（表示側）からの入射光を反射させて画像を表示し、比較的暗い雰囲気においては、
半透過型偏光板のバックサイドに内蔵されているバックライト等の内蔵光源を使用して画
像を表示するタイプの液晶表示装置などを形成できる。すなわち、半透過型偏光板は、明
るい雰囲気下では、バックライト等の光源使用のエネルギーを節約でき、比較的暗い雰囲
気下においても内蔵光源を用いて使用できるタイプの液晶表示装置などの形成に有用であ
る。
【０１５８】
また、偏光板は、上記の偏光分離型偏光板の如く、偏光板と２層又は３層以上の光学層と
を積層したものからなっていてもよい。従って、上記の反射型偏光板や半透過型偏光板と
位相差板を組み合わせた反射型楕円偏光板や半透過型楕円偏光板などであってもよい。
【０１５９】
前記偏光板と位相差板等は、液晶表示装置の製造過程で順次別個に積層することよって形
成することができるが、予め積層して楕円偏光板等の光学フィルムとしたのものは、品質
の安定性や積層作業性等に優れて液晶表示装置などの製造効率を向上させうる利点がある
。
【０１６０】
本発明の光学素子には、粘着層または接着層を設けることもできる。粘着層は、液晶セル
への貼着に用いることができる他、光学層の積層に用いられる。前記光学フィルムの接着
に際し、それらの光学軸は目的とする位相差特性などに応じて適宜な配置角度とすること
ができる。
【０１６１】
接着剤や粘着剤としては特に制限されない。例えばアクリル系重合体、シリコーン系ポリ
マー、ポリエステル、ポリウレタン、ポリアミド、ポリビニルエーテル、酢酸ビニル／塩
化ビニルコポリマー、変性ポリオレフィン、エポキシ系、フッ素系、天然ゴム、合成ゴム
等のゴム系などのポリマーをベースポリマーとするものを適宜に選択して用いることがで
きる。特に、光学的透明性に優れ、適度な濡れ性と凝集性と接着性の粘着特性を示して、
耐候性や耐熱性などに優れるものが好ましく用いうる。
【０１６２】
前記接着剤や粘着剤にはベースポリマーに応じた架橋剤を含有させることができる。また
接着剤には、例えば天然物や合成物の樹脂類、特に、粘着性付与樹脂や、ガラス繊維、ガ
ラスビーズ、金属粉、その他の無機粉末等からなる充填剤や顔料、着色剤、酸化防止剤な
どの添加剤を含有していてもよい。また微粒子を含有して光拡散性を示す接着剤層などで
あってもよい。
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【０１６３】
接着剤や粘着剤は、通常、ベースポリマーまたはその組成物を溶剤に溶解又は分散させた
固形分濃度が１０～５０重量％程度の接着剤溶液として用いられる。溶剤としては、トル
エンや酢酸エチル等の有機溶剤や水等の接着剤の種類に応じたものを適宜に選択して用い
ることができる。
【０１６４】
粘着層や接着層は、異なる組成又は種類等のものの重畳層として偏光板や光学フィルムの
片面又は両面に設けることもできる。粘着層の厚さは、使用目的や接着力などに応じて適
宜に決定でき、一般には１～５００μｍであり、５～２００μｍが好ましく、特に１０～
１００μｍが好ましい。
【０１６５】
粘着層等の露出面に対しては、実用に供するまでの間、その汚染防止等を目的にセパレー
タが仮着されてカバーされる。これにより、通例の取扱状態で粘着層に接触することを防
止できる。セパレータとしては、上記厚さ条件を除き、例えばプラスチックフィルム、ゴ
ムシート、紙、布、不織布、ネット、発泡シートや金属箔、それらのラミネート体等の適
宜な薄葉体を、必要に応じシリコーン系や長鏡アルキル系、フッ素系や硫化モリブデン等
の適宜な剥離剤でコート処理したものなどの、従来に準じた適宜なものを用いうる。
【０１６６】
なお本発明において、上記光学素子等、また粘着層などの各層には、例えばサリチル酸エ
ステル系化合物やべンゾフェノール系化合物、ベンゾトリアゾール系化合物やシアノアク
リレート系化合物、ニッケル錯塩系化合物等の紫外線吸収剤で処理する方式などの方式に
より紫外線吸収能をもたせたものなどであってもよい。
【０１６７】
【実施例】
以下に、本発明を実施例をあげて説明するが、本発明は以下に示し実施例に制限されるも
のではない。
【０１６８】
なお、正面位相差は、面内屈折率が最大となる方向をＸ軸、Ｘ軸に垂直な方向をＹ軸、フ
ィルムの厚さ方向をＺ軸とし、それぞれの軸方向の屈折率をｎｘ、ｎｙ、ｎｚとして、５
５０ｎｍにおける屈折率ｎｘ、ｎｙ、ｎｚを自動複屈折測定装置（王子計測機器株式会社
製，自動複屈折計ＫＯＢＲＡ２１ＡＤＨ）により計測した値と、位相差層の厚さｄ（ｎｍ
）から、正面位相差：（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ、厚み方向の位相差：（ｎｘ－ｎｚ）×ｄ、を
算出した。傾斜させて測定したときの位相差は、上記自動複屈折測定装置により測定でき
る。傾斜位相差は：傾斜時の（ｎｘ－ｎｙ）×ｄである。
【０１６９】
Ｎｚ係数は、式：Ｎｚ＝（ｎｘ－ｎｚ）／（ｎｘ－ｎｙ）で定義される。
【０１７０】
なお、反射波長帯域は、反射スペクトルを分光光度計（大塚電子株式会社製、瞬間マルチ
測光システム　ＭＣＰＤ－２０００）にて測定し、最大反射率の半分の反射率を有する反
射波長帯域とした。
【０１７１】
その他の、実験に用いた計測器は以下の通りである。
ヘイズ測定は、村上色彩社製のヘイズメーターＨＭ１５０を用いた。
透過反射の分光特性は、日立製作所製の分光光度計Ｕ４１００を用いた。
偏光板の特性は、村上色彩製のＤＯＴ３を用いた。
輝度計測は、トプコン社製の輝度計ＢＭ７を用いた。
紫外線照射は、ウシオ電機社製のＵＶＣ３２１ＡＭ１を用いた。
【０１７２】
実施例１
（円偏光型反射偏光子（ａ１）の作製）
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市販の重合性ネマチック液晶モノマーとカイラル剤を用いて作製した。用いたコレステリ
ック液晶は重合性メソゲン化合物と重合性カイラル剤の混合物からなり、重合性メソゲン
化合物としてはＢＡＳＦ社製のＬＣ２４２、重合性カイラル剤としてはＢＡＳＦ社製ＬＣ
７５６を用いた。
【０１７３】
重合性メソゲン化合物と重合性カイラル剤は、得られるコレステリック液晶の選択反射中
心波長が約５５０ｎｍとなるように、重合性メソゲン化合物／重合性カイラル剤の混合比
（重量比）＝５／９５、とした。得られたコレステリック液晶の選択反射中心波長：５４
５ｎｍ、選択反射波長帯域幅：約６０ｎｍ、であった。
【０１７４】
具体的な製法は、以下の通りである。重合性カイラル剤と重合性メソゲン化合物をシクロ
ペンタンにて溶解（２０重量％）し、反応開始剤（チバスペシャルティケミカルズ社製の
イルガキュア９０７，前記混合物に対して１重量％）を添加した溶液を調製した。配向基
板は、東レ製のポリエチレンテレフタレートフィルム：ルミラー（厚さ７５μｍ）をラビ
ング布にて配向処理したものを用いた。
【０１７５】
前記溶液をワイヤーバーにて乾燥時塗布厚み５μｍにて塗布し、９０℃で２分間乾燥した
後、等方性転移温度１３０℃まで一旦加熱した後、徐冷した。均一な配向状態を保持し、
８０℃の環境にて紫外線照射（１０ｍＷ／平方ｃｍ×１分間）にて硬化して円偏光型反射
偏光子（ａ１）を得た。ガラス板に、透光性アクリル系粘着剤（日東電工社製，ＮＯ．７
，２５μｍ厚）を用いて、得られた円偏光型反射偏光子（ａ１）を転写した。得られた得
られた円偏光型反射偏光子（ａ１）の選択反射波長帯域は約５２０～５８０ｎｍであった
。
【０１７６】
（ネガティブＣプレートの作製）
次いで、正面位相差が略０、斜め方向で位相差を発生する位相差層（ｂ１：ネガティブＣ
プレート）を重合性液晶にて作製した。重合性メソゲン化合物として、ＢＡＳＦ社製のＬ
Ｃ２４２、重合性カイラル剤として、ＢＡＳＦ社製のＬＣ７５６を用いた。
【０１７７】
重合性メソゲン化合物と重合性カイラル剤は、得られるコレステリック液晶の選択反射中
心波長が約３５０ｎｍとなるように、重合性メソゲン化合物／重合性カイラル剤の混合比
（重量比）＝１１／８８、とした。得られたコレステリック液晶の選択反射中心波長：３
５０ｎｍ、であった。
【０１７８】
具体的な製法は、以下の通りである。重合性カイラル剤と重合性メソゲン化合物をシクロ
ペンタンにて溶解（３０重量％）し、反応開始剤（チバスペシャルティケミカルズ社製の
イルガキュア９０７，前記混合物に対して１重量％）を添加した溶液を調製した。配向基
板は、東レ製のポリエチレンテレフタレートフィルム：ルミラー（厚さ７５μｍ）をラビ
ング布にて配向処理したものを用いた。
【０１７９】
前記溶液をワイヤーバーにて乾燥時塗布厚みが７μｍ厚にて塗布し、９０℃で２分間乾燥
した後、等方性転移温度１３０℃まで一旦加熱した後、徐冷した。均一な配向状態を保持
し、８０℃の環境にて紫外線照射（１０ｍＷ／平方ｃｍ×１分間）にて硬化してネガティ
ブＣプレート（ｂ１）を得た。このネガティブＣプレート（ｂ１）の位相差を測定したと
ころ、５５０ｎｍの波長の光に対して正面方向では２ｎｍ、３０°傾斜させた時の位相差
は約１９０ｎｍ（＞λ／８）であった。
【０１８０】
（偏光素子（Ａ）およびそれを利用したバックライトシステムの作製）
上記で得られた円偏光型反射偏光子（ａ１）の上部に透光性アクリル系粘着剤（日東電工
社製，ＮＯ．７，２５μｍ厚）を用いて、ネガティブＣプレート（ｂ１）を接着した後、
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基材を剥離除去した。この上に、さらに円偏光型反射偏光子（ａ１）を積層転写し、本発
明の偏光素子（Ａ）を得た。本サンプルは、狭帯域で可視光全域をカバーしていないので
、単色光源上にて平行光化効果を確認した。
【０１８１】
得られた偏光素子（Ａ）に５４４ｎｍに輝線を有する緑色拡散光源を配置した。この光源
には、冷陰極管としてエレバム製Ｇ０型を茶谷工業製ドット印刷サイドライト型バックラ
イト装置内（Ｅ）に配置し、偏光素子（Ａ）との間には光散乱板（Ｄ：きもと製，ヘイズ
９０％以上）を配置し、拡散光源として用いた。バックライト下面にはマットＰＥＴに銀
蒸着を行った拡散反射板（Ｆ）を配置した。
【０１８２】
この拡散光源上に配置した偏光素子（Ａ）は法線方向には光線が出射されるが、斜め２０
°程度より急激に透過光線が減少し始め、斜め３０°程度で半減し、斜め４５°前後では
出射光線がほとんど無くなることが確認できた。
【０１８３】
（視野角拡大液晶表示装置の作製）
次に、この偏光素子（Ａ）を用いた単色光源バックライトに、市販のＴＮ液晶セル（ＬＣ
）を配置した。ＴＮ液晶は視野角補正の為の位相差フィルムを有さない東芝製ＴＦＴ液晶
セルを用いた（対角１０ . ４インチ）。ただし、上下の偏光板（ＰＬ）は日東電工社製の
ＳＥＧ１４２５ＤＵに貼り替えて用いた。
【０１８４】
先に作製した集光バックライト上に、位相差層（Ｂ）として、λ／４板（日東電工社製の
ＮＲＦフィルム，正面位相差１４０ｎｍ）を配置した。その位相差層（Ｂ）の遅相軸角度
に対して、液晶セル下面の偏光板（ＰＬ）の偏光軸方向が４５°の角度となるように配置
し、正面透過光量が最大となる位置で透光性アクリル系粘着剤（日東電工社製，ＮＯ．７
，２５μｍ厚）にて、液晶セル（ＬＣ）背面～偏光板（ＰＬ）～λ／４板（Ｂ）～偏光素
子（Ａ）を各々貼り合わせた。
【０１８５】
さらに視野角拡大層（Ｗ）として透光性アクリル粘着剤（日東電工社製　ＮＯ．７　屈折
率＝１ . ４７）中にシリカ真球状粒子（粒径４μｍ　配合部数３０ｗｔ％　屈折率１ . ４
４）を分散したヘイズ９２％の光拡散粘着層を作製した。厚みは約３０μｍであった。こ
れを液晶表示装置表面側の偏光板（ＰＬ）と液晶セル（ＬＣ）の間に貼り合わた。
【０１８６】
得られた視野角拡大液晶表示装置は図１１に示す通りである。当該視野角拡大液晶表示装
置は、法線方向に対して傾斜角±６０°以内にて階調反転が生じず、グレースケール表示
による視野角特性において良好な表示特性を維持した。視野角拡大層（Ｗ）が偏光板（Ｐ
Ｌ）と液晶セル（ＬＣ）間に挿入されているため、液晶セル（ＬＣ）を垂直透過した光線
は液晶の視野角特性の影響は受けないが偏光板（ＰＬ）の視野角特性の影響は若干受けた
。しかし、本発明における平行光化光源と視野角拡大層（Ｗ）の組み合わせを用いない、
従来型の液晶表示装置と比べれば特性は向上していた。
【０１８７】
実施例２
（ポジティブＣプレートの作製）
正面位相差０、斜め方向で位相差を発生する位相差層（ｂ１：ポジティブＣプレート）を
重合性液晶にて作製した。重合性液晶化合物としては、下記化１：
【化１】
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で表される重合性ネマチック液晶モノマーＡを用いた。
【０１８８】
具体的な製法は、以下の通りである。重合性ネマチック液晶モノマーＡをシクロペンタン
にて溶解（３０重量％）し、反応開始剤（チバスペシャルティケミカルズ社製のイルガキ
ュア９０７，前記モノマーＡに対して１重量％）を添加した溶液を調製した。配向基板は
、東レ製のポリエチレンテレフタレートフィルム：ルミラー（厚さ７５μｍ）に、離型処
理剤（オクタデシルトリメトキシシラン）のシクロヘキサン溶液（０ . １重量％）を、塗
布、乾燥して形成したものを垂直配向膜として用いた。
【０１８９】
前記重合性ネマチック液晶モノマーＡ溶液を、ワイヤーバーにて乾燥時塗布厚みが２ . ５
μｍ厚にて塗布し、９０℃で２分間乾燥した後、等方性転移温度１３０℃まで一旦加熱し
た後、徐冷した。均一な配向状態を保持し、８０℃の環境にて紫外線照射（１０ｍＷ／平
方ｃｍ×１分間）にて硬化してポジティブＣプレート（ｂ１）を得た。このポジティブＣ
プレート（ｂ１）の位相差を測定したところ、５５０ｎｍの波長の光に対しては正面方向
では０ｎｍ、３０°傾斜させて測定したときの位相差は約２００ｎｍ（＞λ／８）であっ
た。
【０１９０】
（偏光素子（Ａ）の作製）
実施例１において、ネガティブＣプレート（ｂ１）の代わりに、上記ポジティブＣプレー
ト（ｂ１）を用いたこと以外は実施例１に準じて偏光素子（Ａ）を得た。
【０１９１】
（視野角拡大液晶表示装置の作製）
得られた偏光素子（Ａ）を用いて、実施例１と同じ液晶表示装置・光源装置を用いて、視
野角拡大システムを組み立てた。ただし、視野角拡大層（Ｗ）である拡散粘着層は、液晶
表示装置の上板偏光板（ＰＬ）の上に貼り合わせ、その上にアンチグレア処理付きトリア
セチルセルロースフィルム（ＡＧ：日東電工社製，ＡＧＳ１付き８０μｍＴＡＣ）を貼り
合わせた。得られた視野角拡大液晶表示装置は図１２に示す通りである。特性は、実施例
１とおおよそ同等の性能であった。実施例２では視野角拡大層（Ｗ）が偏光板（ＰＬ）上
に配置されたので実施例１と比べて偏光板（ＰＬ）の視野角特性の影響は受けなかったが
、外光（日光や照明などの入射光）の後方散乱が生じ、若干コントラストが低下した。し
かし、従来型の液晶表示装置より視野角特性は優れていた。
【０１９２】
実施例３
（直線偏光型反射偏光子（ａ２）の作製）
ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）／ナフタレンジカルボン酸－テレフタル酸コポリエ
ステル（ｃｏ - ＰＥＮ）が交互に積層するよう、薄膜をフィードブロック法にて交互に厚
み制御して、２０層積層した多層膜を得た。この多層膜を一軸延伸した。延伸温度は約１
４０℃として、延伸倍率はＴＤ方向に約３倍とした。得られた延伸フィルム中の各薄層の
厚みは概略０ . １μｍ程度であった。得られた２０層積層フィルム延伸品をさらに５枚積
層し、計１００枚積層品として、直線偏光型反射偏光子（ａ２）を得た。直線偏光型反射
偏光子（ａ２）は、５００ｎｍ以上６００ｎｍ以下の波長帯域にて直線偏光に対して反射
機能を有していた。
【０１９３】
（偏光素子（Ａ）の作製）
実施例１で得られたネガティブＣプレート（ｂ１）の両側に、位相差層（ｂ２）として、
ポリカーボネート製の一軸延伸フィルムからなるλ／４板（日東電工社製，ＮＲＦフィル
ム，正面位相差１３５ｎｍ）を配置した。さらに、その外側に、図５の軸配置になるよう
に直線偏光型反射偏光子（ａ２）を配置して、偏光素子（Ａ）を得た。すなわち、上記で
得られた直線偏光型反射偏光子（ａ２）を、入射側の直線偏光型反射偏光子（ａ２）の透
過偏光軸を０°とした場合に、λ／４板（ｂ２）：４５°、Ｃプレート（ｂ１：軸方位無
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し）、λ／４板（ｂ２）：－４５°、出射側の直線偏光型反射偏光子（ａ２）の透過軸９
０°となるように配置した。これら各層は透光性のアクリル系粘着材（日東電工社製Ｎｏ
．７　２５μｍ厚）で積層した。実施例１と同様にネガティブＣプレート（ｂ１）の基材
は除去して用いた。
【０１９４】
（視野角拡大液晶表示装置の作製）
得られた偏光素子（Ａ）を用いて、実施例１と同じ液晶表示装置・光源装置を用いて、視
野角拡大システムを組み立てた。さらに偏光板（ＰＬ）と視野角拡大層（Ｗ）間に、位相
差層（Ｃ）として、偏光板視野角補償位相差板（富士写真フィルム製，８０μｍＴＡＣの
２軸延伸位相差板）を挿入した。これは、液晶セル（ＬＣ）を垂直近傍で透過した光線は
、視野角拡大層（Ｗ）で拡散した後に偏光板（ＰＬ）に入射するため、液晶セル（ＬＣ）
の視角特性は現れないが、偏光板（ＰＬ）が持つ視野角特性は現れてしまうことを抑制す
るためのものである。なお、偏光板（ＰＬ）と偏光素子（Ａ）との間には、λ／４板（Ｂ
）は配置しなかった。
【０１９５】
得られた視野角拡大液晶表示装置は図１３に示す通りである。特性は実施例１とおおよそ
同等の性能で、偏光板の軸方向（画面正面から見て斜め±４５°方向）での偏光板そのも
のの視野角不足領域での特性が向上した。
【０１９６】
実施例４
（偏光素子（Ａ）の作製）
透過偏光軸が互いに直交配置した２層の実施例３で得られた直線偏光型反射偏光子（ａ２
）の間に、位相差層（ｂ４）として、ポリカーボネート製フィルムを２軸延伸して得られ
た位相差フィルム（正面位相差２７０ｎｍ、Ｎｚ係数＝１ . ５）を図９に準じて貼り合わ
せて偏光素子（Ａ）を作製した。当該位相差フィルムは鐘淵化学工業社製の無延伸ポリカ
ーボネートフィルムを２軸延伸機にて延伸配向して作製した。各層の貼り合わせは透光性
アクリル粘着材（日東電工社製，ＮＯ．７，２５μｍ厚）を用いた。
【０１９７】
（視野角拡大液晶表示装置の作製）
得られた偏光素子（Ａ）を用いて、実施例１と同様にしてバックライトシステムを作製し
た。
【０１９８】
次に、この偏光素子（Ａ）を用いた単色光源バックライトに、液晶セル（ＬＣ）としてカ
ラーＳＴＮ液晶（１０ . ４インチ）を配置した。上下の偏光板（ＰＬ）は日東電工社製の
ＳＥＧ１４２５ＤＵに貼り替えて用いた。また、液晶セル（ＬＣ）と偏光板（ＰＬ）との
間には、位相差層（Ｃ）として、ＳＴＮ補償位相差板（日東電工社製のＮＲＦフィルム、
正面位相差４３０ｎｍ，ポリカーボネート製、厚み５０μｍ，粘着剤層厚み２５μｍ）を
挿入した。視野角拡大層（Ｗ）としては表面形状によるマイクロレンズアレイシート（ヘ
イズ９０％相当、レンズピッチ約２０μｍ）を偏光板（ＰＬ）表面側に配置した。これら
は、透光性アクリル系粘着剤（日東電工社製，ＮＯ．７，２５μｍ厚）にて各々貼り合わ
せた。
【０１９９】
得られた視野角拡大液晶表示装置は図１４に示す通りである。当該視野角拡大液晶表示装
置は、基本となった液晶表示装置の正面最大コントラストが約２０程度と低いものの、実
施例１と同様に階調反転は見られず、実用的な視野角範囲は広い物が得られた。
【０２００】
実施例５
（円偏光型反射偏光子（ａ１）の作製）
選択反射中心波長の異なる４層のコレステリック液晶ポリマーと溶媒を含有する塗工液を
、予めポリイミド配向膜を設けてラビング処理したトリアセチルセルロースフィルムのラ
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ビング処理面に塗布し、広帯域の円偏光型反射偏光子（ａ１）を得た。用いた液晶材料は
、欧州特許出願公開第０８３４７５４号明細書に基づき、選択反射中心波長が４６０ｎｍ
、５１０ｎｍ、５８０ｎｍ、６６０ｎｍとなる４種のコレステリック液晶ポリマーを作製
した。
【０２０１】
　コレステリック液晶ポリマーは、下記化２：
【化２】
　
　
　
　
で表される重合性ネマチック液晶モノマーＡと、下記化３：
【化３】
　
　
　
　
　
で表される重合性カイラル剤Ｂを、下記表１に示す割合（重量比）で配合した液晶混合物
を重合することにより作製した。前記液晶混合物は、それぞれはテトラヒドロフランに溶
解した３３重量％溶液にした後、６０℃環境下にて窒素パージし、反応開始剤（アゾビス
イソブチロニトリル，前記混合物に対して０．５重量％）を添加して重合処理を行った。
得られた重合物はジエチルエーテルにて再沈分離し精製した。選択反射波長帯域を表１に
示す。
【０２０２】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２０３】
上記コレステリック液晶ポリマーを塩化メチレンに溶解して１０重量％溶液を調製した。
当該溶液を、配向基材に、乾燥時の厚みが約１ . ５μｍになるようワイヤーバーで塗工し
た。配向基材として、８０μｍ厚のトリアセチルセルロースフィルム（富士写真フイルム
工業製，ＴＤ－ＴＡＣ）を用い、その表面にポリイミド層を約０ . １μｍ塗工し、レーヨ
ン製ラビング布でラビングしたものを用いた。塗工後、１４０℃で１５分間乾燥した。こ
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の加熱処理終了後、液晶を室温にて冷却固定し薄膜を得た。
【０２０４】
上記各コレステリック液晶ポリマーを用いて、上記同様の工程を経て各色の液晶薄膜を作
製したのち、透明イソシアネート系接着材ＡＤ２４４（特殊色料工業製）にて貼り合わせ
た。Ｒ色とＧ色の液晶薄膜面同士を貼り合わせ、Ｇ側のトリアセチルセルロース基材を剥
離した。同様にしてＢ色をＧ色液晶薄膜面に貼り合わせた後、Ｒ側のトリアセチルセルロ
ース基材を剥離した。これにより、各液晶層を短波長側から順に４層を積層した約１０μ
ｍ厚のコレステリック液晶複合層を得た。得られたコレステリック液晶複合層からなる円
偏光型反射偏光子（ａ１）は４３０ｎｍ～７１０ｎｍで選択反射機能を有した。
【０２０５】
（偏光素子（Ａ）およびそれを利用したバックライトシステムの作製）
上記得られた円偏光型反射偏光子（ａ１）を、実施例１で作製したネガティブＣプレート
（ｂ１）の両側に透光性粘着材（日東電工社製，Ｎｏ．７，２５μｍ厚）で貼り合わせて
偏光素子（Ａ）を作製した。上下の円偏光型反射偏光子（ａ１）は、円偏光の方向が同じ
ものを用いた。
【０２０６】
得られた偏光素子（Ａ）を、３波長に輝線を有する冷陰極管（４３５ｎｍ、５４５ｎｍ、
６１０ｎｍ）を用いた多摩電気工業製の直下型バックライト（Ｄ）に配置した。この場合
も法線方向には光線が出射されるが、斜め２０°以上では透過光線が急激に減少し、３０
°近傍では半減、４５°近傍では正面輝度に対して１０％程度まで低下した。偏光素子（
Ａ）が可視光全域に対応しているため可視光全域で正面のみ透過し、斜め方向には透過し
ない集光素子として機能した。
【０２０７】
（視野角拡大液晶表示装置の作製）
得られたバックライトシステムを用いて、実施例２と同じ、液晶セル（ＬＣ）と視野角拡
大層（Ｗ）の積層品と同等の構成品を重ね合わせ、視野角拡大液晶表示装置を得た。得ら
れた視野角拡大液晶表示装置は図１５に示す通りである。
【０２０８】
実施例６
（偏光素子（Ａ）およびそれを利用したバックライトシステムの作製）
直線偏光型反射偏光子（ａ２）として、３Ｍ社製のＤＢＥＦを用いた。当該直線偏光型反
射偏光子（ａ２）に対し、位相差層（ｂ３）として、ポリカーボネート製フィルムを２軸
延伸して得られた位相差フィルム（正面位相差１４０ｎｍ、Ｎｚ係数＝２）を図６、７に
準じて貼り合わせて偏光素子（Ａ）を作製した。当該位相差フィルムは鐘淵化学工業社製
の無延伸ポリカーボネートフィルムを２軸延伸機にて延伸配向して作製した。各層の貼り
合わせは透光性アクリル粘着材（日東電工社製，ＮＯ．７，２５μｍ厚）を用いた。
【０２０９】
光源装置として３波長に輝線を有する冷陰極管（４３５ｎｍ、５４５ｎｍ、６１０ｎｍ）
を用いたサイドライト型バックライト（Ｅ：スタンレー電気製）に光拡散板（Ｄ：きもと
製，ヘイズ約９０％）配置し、それに偏光素子（Ａ）を配置した。バックライト下面には
マットＰＥＴに銀蒸着を行った拡散反射板（Ｆ）を配置した。
【０２１０】
（視野角拡大液晶表示装置の作製）
得られたバックライトシステムを用いて、図１６に示す視野角拡大液晶表示装置を作製し
た。液晶セル（ＬＣ）として、東芝製のカラーＴＦＴ液晶（１０ . ４インチ）を用いた。
視野角拡大層（Ｗ）としては表面形状によるマイクロレンズアレイシートを用いた。偏光
板（ＰＬ）は日東電工社製のＳＥＧ１４２５ＤＵを用いた。
【０２１１】
上記マイクロレンズアレイシートはヘイズ９０相当である。レンズピッチは約２０μｍで
あり、真鍮製金型研削品より転写形成して作製したものである。基材フィルムは富士写真
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工業社製の５０μｍクリアーＴＡＣである。形状転写樹脂は紫外線重合エポキシ樹脂（旭
電化工業社製，ＫＲ４１０）にて、金型表面にシリコン樹脂にて離型処理後、エポキシ樹
脂を滴下した。ガラス棒を用いエポキシ樹脂を全面に一様に広げた後、基材フィルムを貼
り合わせ、紫外線重合（１０ｍＷ３０秒間）にて形成した形状をフィルム上に転写した。
これを図１６の上側偏光板（ＰＬ）の表面に対し、基材フィルムを偏光板（ＰＬ）側へ、
凹凸転写面を空気に面する側に配置し、貼り合わせた。得られた視野角拡大液晶表示装置
は正面より±６０°で階調反転が見られなかった。
【０２１２】
本システムでは視野角拡大マイクロレンズアレイと液晶表示装置のブラックマトリクスが
干渉し、モアレが生じたがマイクロレンズアレイの貼り合わせ角度を４５°傾斜させるこ
とでモアレを緩和することができた。またこの際に偏光反射子からなる偏光素子との干渉
は生じなかった。
【０２１３】
実施例７
（偏光素子（Ａ）の作製）
直線偏光型反射偏光子（ａ２）として、３Ｍ社製のＤＢＥＦを用いた。実施例１で得られ
たネガティブＣプレート（ｂ１）の両側に、位相差層（ｂ２）として、ポリカーボネート
製の一軸延伸フィルムを２層異軸で積層して成る広帯域λ／４位相差板（日東電工社製の
ＮＲＦフィルム，正面位相差１４０ｎｍと、同ＮＲＺフィルム，正面位相差２７０ｎｍ，
Ｎｚ係数＝０ . ５の積層物）を配置した。広帯域λ／４位相差板（ｂ２）の積層軸関係は
図１７に示す。これは、直線偏光型反射偏光子（ａ２）が可視光全域をカバーする広帯域
なものなので、集光・平行光化の波長特性を揃え、斜め方向での入射光線を反射する際に
波長による反射率の差を押さえるためである。これにより、斜め方向で出射光線が減光す
る際に色による減光率の差が小さくなり、色調の変動が少なく光線を絞り込める。
【０２１４】
さらに、その外側に、図５の軸配置になるように直線偏光型反射偏光子（ａ２）を配置し
て、偏光素子（Ａ）を得た。すなわち、直線偏光型反射偏光子（ａ２）を、入射側の直線
偏光型反射偏光子（ａ２）の透過偏光軸を０°としてた場合に、λ／４板（ｂ２）：４５
°、Ｃプレート（ｂ１：軸方位無し）、λ／４板（ｂ２）：－４５°、出射側の直線偏光
型反射偏光子（ａ２）の透過軸９０°となるように配置した。これら各層は透光性のアク
リル系粘着材（日東電工社製のＮｏ．７，２５μｍ厚）で積層した。実施例１と同様にネ
ガティブＣプレート（ｂ１）の基材は除去して用いた。
【０２１５】
（視野角拡大液晶表示装置の作製）
得られた偏光素子（Ａ）を用いて、実施例１と同様の視野角拡大システムを組み立てた。
得られた視野角拡大液晶表示装置は図１８に示す通りである。ただし、視野角拡大層（Ｗ
）としてホログラム拡散板を配置した。また、バックライトは３波長型（４３５ｎｍ、５
４５ｎｍ、６１０ｎｍ）の冷陰極管を用いたスタンレー電気製サイドライト型バックライ
ト（Ｅ）を用いた。拡散板（ヘイズ約９０）を組み合わせた物を用いた。また液晶セル（
ＬＣ）はシャープ製ＴＦＴ液晶セル（１１ . ３インチ）を用いた。
【０２１６】
特性は実施例１とおおよそ同等の性能であった。偏光板の軸方向（画面正面から見て斜め
±４５°方向）での偏光板そのものの視野角不足領域での特性が向上した。
【０２１７】
比較例１
実施例１～７の視野角拡大液晶表示装置から、反射偏光子（ａ）と位相差板（ｂ）から成
る偏光素子（Ａ）を削除した。いずれの液晶表示装置も、視野角拡大層（Ｗ）の拡散効果
により視野角特性は平均化されるが、階調反転する領域の光線も含めて平均化されるので
、黒表示の輝度が向上して、コントラストが低下した。
【０２１８】
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さらに階調反転した領域である法線方向から傾斜角±４５°以上の領域では平均化しても
階調反転した映像の平均しか得られない。そのため、視野角拡大層（Ｗ）の効果は見られ
ず、階調反転が生じ、グレースケール表示にて不自然な明暗変化が認められた。
【０２１９】
比較例２
実施例６において、偏光素子（Ａ）の代わりに、３Ｍ社製のライトコントロールフィルム
を用いて平行光源を得た。しかし、マイクロレンズアレイと液晶表示装置の画素のブラッ
クマトリクスと干渉が生じモアレが視認された。そこでマイクロレンズアレイを回転させ
て軽減を試みたが、マイクロレンズアレイを回転させるとライトコントロールフィルムの
ピッチとの間でモアレを生じ、両者消去することができなかった。
【０２２０】
比較例３
実施例３において、直線偏光型反射偏光子（ａ２）の代わりに、市販のヨウ素系吸収２色
性偏光子（日東電工社製，ＮＰＦ－ＥＧ１４２５ＤＵ）を用いたこと以外は、実施例３と
同様な組み合わせで偏光素子を作製した。当該偏光素子を用いて、実施例１と同様の視野
角拡大液晶表示装置の作製した。しかし正面方向の透過特性と斜め方向の吸収特性による
視野角制限効果は得られるが吸収損失が著しく、正面の明るさは向上せず、著しく暗い表
示しか得られなかった。
【図面の簡単な説明】
【図１】偏光素子（Ａ）の平行光化の基本原理の一例を示す概念図である。
【図２】図１、図３、図４、図６、図８の各光線の状態を説明するものである。
【図３】直線偏光の円偏光化を示す概念図である。
【図４】偏光素子（Ａ）の平行光化の基本原理の一例を示す概念図である。
【図５】直線偏光型反射偏光素子（ａ２）を用いた平行光化の各層の配置角度を示す一例
である。
【図６】偏光素子（Ａ）の平行光化の基本原理の一例を示す概念図である。
【図７】直線偏光型反射偏光素子（ａ２）を用いた平行光化の各層の配置角度を示す一例
である。
【図８】偏光素子（Ａ）の平行光化の基本原理の一例を示す概念図である。
【図９】直線偏光型反射偏光素子（ａ２）を用いた平行光化の各層の配置角度を示す一例
である。
【図１０】モアレの直接解を示す概念図である。
【図１１】実施例１の視野角拡大液晶表示装置の概念図である。
【図１２】実施例２の視野角拡大液晶表示装置の概念図である。
【図１３】実施例３の視野角拡大液晶表示装置の概念図である。
【図１４】実施例４の視野角拡大液晶表示装置の概念図である。
【図１５】実施例５の視野角拡大液晶表示装置の概念図である。
【図１６】実施例６の視野角拡大液晶表示装置の概念図である。
【図１７】実施例７における二層異軸の広帯域λ／４位相差板（ｂ２）の積層軸関係を示
す概念図である。
【図１８】実施例７の視野角拡大液晶表示装置の概念図である。
【符号の説明】
ａ　　反射偏光子
ａ１　円偏光型反射偏光子
ａ２　直線偏光型反射偏光子
ｂ　　位相差層
Ａ　　偏光素子
Ｂ　　λ／４板
Ｃ　　補償位相差層
Ｄ　　拡散板
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Ｅ　　サイドライト型導光板または直下型バックライト
Ｆ　　拡散反射板
ＡＧ　アンチグレア層
ＬＣ　液晶セル
ＰＬ　偏光板
Ｗ　　視野角拡大層

【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】
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【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】

【 図 １ ８ 】

(36) JP 3834012 B2 2006.10.18



フロントページの続き

(72)発明者  高橋　直樹
            大阪府茨木市下穂積１丁目１番２号　日東電工株式会社内
(72)発明者  宮武　稔
            大阪府茨木市下穂積１丁目１番２号　日東電工株式会社内

    審査官  右田　昌士

(56)参考文献  特開平１０－３２１０２５（ＪＰ，Ａ）
              特開２００２－０９０５３５（ＪＰ，Ａ）
              特開平０８－１７１０８７（ＪＰ，Ａ）
              特開平０９－０９０３３５（ＪＰ，Ａ）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              G02F  1/1335
              G02F  1/13357
              G02F  1/13363
              G02B  5/30

(37) JP 3834012 B2 2006.10.18


	bibliographic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

